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Ⅰ．はじめに 

 

新市は、松浦市、北松浦郡福島町、鷹島町の 1 市 2 町で構成されます。これまで各

市町は個性豊かな文化や歴史を有しながら、海や緑あふれる大地という共通の財産に

恵まれた中で、そこに暮らす人々とともに発展してきました。 

 

しかし、時代の変化の波は確実に地方にも押し寄せてきており、社会や経済の情勢

が厳しさを増す中で、各地域の個性を融合させながら新しい地域の力を構築すること

が求められています。 

松浦地域 1 市 2 町のさらなる飛躍のために、古くは松浦党に代表される共有の歴史

性や風土、人々の気質を活かし、個性や力を結集して魅力あふれる新市づくりに向け

て一体的に取り組むことは大きな意義があります。 

新市の一体化を促す明確な理念や施策のもとに、市民の理解と協力を得ながら地域

の活性化に向けた取組みを強化します。 

 

行財政基盤の強化は行政サービスを一層充実させるために不可欠であり、よりよい

地域づくりを進めていくために多くの知恵を結集するチャンスです。新市の誕生を機

に地域の力を再構築して厳しい時代を乗り越えていくという決意を共に抱いていくこ

とが大切です。 

本計画は、こうした考え方を具体的施策へと導くための指針となるものです。松浦

地域 1 市 2 町の総合計画や広域行政圏計画等を踏まえた上で、それらを発展的に継承

し、住民の声を反映した新しい視点を盛り込んで策定する、合併後の新市のマ
※

スター

プランとして新市建設の基本となるものです。 
※マスタープランとは、地域の将来見通し等を勘案しながら、長期的視点に立った都市の将来像の実現

に向けて取り組むための基本計画のことです。 
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１．合併の必要性と期待される効果 

 

（１）合併の必要性 

 

①地方分権への対応 

地方分権が実行の段階を迎え、住民にもっとも身近な地方公共団体である市町村は、

「自己決定、自己責任の原則」のもと、これまで以上に幅広い分野で大きな役割を果

たすことが求められています。 

これまでの画一的な行政から脱却し、創意と工夫によって地域間競争に勝ち抜いて

ゆくためには、政策形成能力に優れた人材の育成や組織を整備するなど、地方分権時

代に対応した行政体制を確立し、さらには、地域住民と連携して個性豊かな魅力ある

地域づくりをする必要があります。 

 

②少子・高齢化時代への対応 

急速に進展する少子・高齢化のもたらす不安をわかりやすくいうと、「税収が減る一

方で医療や福祉などの行政運営経費は増していく」ということになります。特に、1

市 2 町における人口減少率や高齢化の進行は長崎県平均を上回っており、地域活力の

低下が危惧されます。 

合併によるメリットを活かした行政基盤の効率化、強化によってより積極的な施策

を行うなど、人口減少を抑制するとともに、少子・高齢化に対応した施策を展開する

必要があります。 

 

③多様化・高度化する住民ニーズへの対応 

住民の行政に対するニーズは、社会経済の発展や国際化の進展等に伴い多様化して

おり、効率的かつ迅速、柔軟な対応及び十分な説明責任が今まで以上に求められてい

ます。また、交通手段の発達によって日常生活圏は拡大しており、産業振興や福祉、

生活環境、教育など多様な課題に対応するために、これまでの行政区域を越えた広域

的な対応を図っていく必要があります。 

 

④財政基盤の強化 

景気の長期低迷等によって、国、地方とも財政状況は極めて厳しく、税収の伸び悩

みや財政の硬直化を招いています。 

こうした中、国においては地方の歳入の大半を占める地方交付税の財源保障機能全

般を見直し、その縮小が進められている中で、新市がより一層効率的な行財政運営を

進め、財政基盤の強化を図っていく必要があります。 
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（２）合併により期待される効果 

合併することによって、下記のような効果が期待されます。 

 

①広域的なまちづくリの実現 

新市は広域にわたり、島嶼
とうしょ

を含むなど変化に富み、個性豊かな魅力を有しています

が、合併によってそれらを有機的に結び付けながら、広域的な視点に立ったまちづく

りが可能となります。道路や公共施設の整備、土地利用等、地域の個性を活かしたま

ちづくりを進めるとともに、環境問題や観光振興など広域的な対応を必要とする施策

を効果的に展開することができます。 

合併することによって、新市として一体性をもった均衡ある発展を目指していくこ

とができます。 

 

②住民の利便性の向上 

合併することによって、図書館や体育施設、文化施設など公共施設の相互利用が一

層進み、広域的な観点からサービス利用の範囲を見直すことができ、より利便性の高

い行政サービスが可能となります。 

 

③行財政基盤の強化 

現在の 1 市 2 町の財政状況は厳しい状況にありますが、合併による行政基盤の強化

で財政規模が拡大し、積極的かつ弾力的な財政運営が可能となります。 

また、市町単位では実施が困難だった事業や高度な政策研究分野に対しても、専任

組織や専門性の高い職員を配置することができるなど、より広範囲な行政サービスを

提供する体制を整備することが可能となります。 

 

④行財政運営の効率化 

合併によって総務、会計等の管理部門の職員のほか、三役や議会議員、各種委員会

や審議会の委員が減少することで経費の節減が図られるなど大きな効果が期待されま

す。 

また、類似施設や施策の重複投資の回避による重点的な政策投資を行うことができ

ます。 
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２．計画策定の方針 

 

（１）計画の趣旨 

 

本計画は、松浦市、福島町、鷹島町の合併後の新市のソフト、ハード両面を含めた、

まちづくり全般のマスタープランとなるものであり、本計画の実現を図ることによっ

て 1 市 2 町の速やかな一体性の確立を促進し、魅力ある地域づくりと住民福祉の向上

及び新市全体の均衡ある発展を目指そうとするものです。 

なお、新市の進むべき方向についてのより詳細で具体的な内容については、合併後

の新市において策定する基本構想、基本計画、実施計画に委ねるものとします。 

 

（２）計画の構成 

 

本計画は、新市を建設していくための基本方針、基本方針を実現するための主要事

業や公共施設の統合整備及び財政計画を中心として構成します。 

 

（３）建設計画の期間 

 

本計画における主要事業、公共施設の統合整備及び財政計画は、合併後概ね 15 年間

について定めるものとします。 

 

（４）その他 

 

新市建設の基本方針を定めるにあたっては、将来を展望した長期的視野に立つもの

とします。 

公共施設の統合整備については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮

し、地域のバランス、さらには財政事情を考慮しながら逐次整備していくものとしま

す。 

財政計画については、地方交付税、国や県の補助金、地方債等の依存財源を過大に

見積もることのなく、新市において健全な財政運営が行われるよう十分留意して策定

するものとします。 
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Ⅱ.新市の概況 

１．位置と地勢 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

新市は長崎県本土北部に位置し、伊万里湾に面した地域となっています。 

東は佐賀県伊万里市や唐津市、南は佐世保市、西は平戸市と接しています。 

広域的には、九州の拠点都市である福岡都市圏に近く、海峡を挟み中国、韓国をは

じめとしたアジア地域にも近い位置にあります。 

広く海に面し、沿岸部には変化に富む海岸線が連なり、北松浦半島および東松浦半

島を構成するとともに、離島を含む地域であることが特徴です。内陸部は豊かな緑が

広がる緩やかな丘陵地で平野部は比較的少ない地形となっています。 

全域に海や山の豊かな自然に恵まれ、玄海国定公園の一部にもなるなど表情豊かな

景観を誇ります。 
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２．面積 

 

1 市 2 町全体の面積は 130.13 km2となり、民有地の地目別構成比は山林 33.6％、

田 21.8％、畑 18.9％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．交通アクセス 

 

交通体系では、佐賀県境方面から鷹島町、福島町方面にアクセスし伊万里市を経

て松浦市に至る国道 204 号が佐世保市方面へと走るほか、鉄道路線としては松浦鉄

道が国道 204 号に並行する形で走っています。 

新市までの時間距離は、県都長崎市からは高速道路利用で 2時間程度、九州の拠

点都市である福岡市からは国道や有料道路、一部供用開始している西九州自動車道

を利用すると同じく 2時間程度を要します。 

現在計画されている「西九州自動車道」が完成すると、県北の中心都市である佐

世保市や長崎市、福岡市への所要時間の大幅な短縮が見込まれ、産業や生活面など

様々な分野での幅広い波及効果が期待されます。 

 

４．沿革と歴史 

 

明治 22 年の町村制施行時には 8 ヶ村ありましたが、昭和に入り合併や町制施行

が進み、現在の 1市 2町となっています。 

松浦市や北松浦郡の「松浦」という名前の由来は、8 世紀頃に一帯が「末
まつ

羅
ら

」と

呼ばれていたことによるとされています。 

この地が朝鮮半島や大陸に近い海上交通の要衝であったことから、古代には邪馬

台国の時代に「末羅国」を生み、院政期には貿易の利益を求めた平家との結びつき

を強めていきました。 

やがて中国貿易ルートの一角を占める武士団「松浦党」が誕生し、本地域だけで

1市2町の面積

松浦市 福島町 鷹島町

130.13 95.75 17.26 17.12

資料：「全国都道府県市町村別面積調(平成16年速報値)」（国土地理院）

合計
(k㎡)

民有地面積（1市2町計）の地目別構成比（％）

計 田 畑 宅 地 山 林 原 野 池 沼 そ の 他

100.0 21.8 18.9 7.6 33.6 15.0 0.0 3.1

資料：「長崎県統計年鑑（平成15年）」（長崎県統計課）
※民有地とは、市町村の土地課税台帳および土地補充課税台帳に登録された
　土地のうち、課税対象外（官公有地､公共用地､墳墓地､公共用道路など）
　の土地を除いたものです。
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なく広く唐津、伊万里をはじめ佐世保や五島、壱岐にまで勢力を伸ばしました。松

浦党は平家物語における壇ノ浦合戦での平家水軍の主力としての活躍や、鎌倉時代

の蒙古襲来時の勇戦でも知られ、約 500 年もの間歴史の舞台で活躍しました。 

今でも一帯には松浦党や元寇など歴史を物語る史跡が数多く残っており、当時の

勢力と勇猛さを知ることができます。 

古くからアジア地域との貿易で栄えた松浦党の進取の気性は、今でも一帯に受け

継がれています。 

各市町の沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各市町資料 

平成17年

S30.4.15編入

S.26.12.1町制施行

S.50.1.1町制施行

上 志 佐 村

調 川 村

志 佐 村
T.11.11.1
町制施行

志 佐 町

S.29.4.1合併 志 佐 町

明治22年町村制施行

御 厨 村

星 鹿 村

新 御 厨 町

今 福 町

新 市

鷹 島 村 鷹 島 町

福 島 町

S.4.4.1
町制施行

福 島 村

今 福 村

調 川 町

松 浦 市S.30.3.31合併

S.16.1.1合併

S.24.1.1
町制施行
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５．人口と世帯 

 

（１）人口概況 

 

1 市 2 町全体の人口規模は、平成 12 年国勢調査値で 28,370 人と合併しても 3 万

人を下回る状況となっています。 

年齢（３区分）別人口をみると、65 歳以上の老年人口が 25.3％となるなど県平

均の 20.8％を上回る高齢化率です。 

1 市 2 町全体の世帯数は 9,382 世帯で、１世帯あたり人員は 3.02 人となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人口推移 

 

1 市 2 町全体の人口推移をみると、昭和 50 年には 33,042 人であったものが減少

を続け平成 12 年には 3万人を割り込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1市2町計人口の推移（人）

28,370
30,47031,254

32,31232,47833,042

0

10,000

20,000

30,000

40,000

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

資料：「国勢調査（各年）」（総務省）

1市2町の人口・世帯数状況

人口(人・下段構成比％)

総数 年齢（3区分）別人口

男 女 0～14歳 15～64歳 65歳以上

28,370 13,459 14,911 4,722 16,461 7,187
(100.0) (47.4) (52.6) (16.6) (58.0) (25.3)
22,082 10,462 11,620 3,780 12,973 5,329

(100.0) (47.4) (52.6) (17.1) (58.7) (24.1)
3,420 1,628 1,792 544 1,888 988

(100.0) (47.6) (52.4) (15.9) (55.2) (28.9)
2,868 1,369 1,499 398 1,600 870

(100.0) (47.7) (52.3) (13.9) (55.8) (30.3)

資料：「国勢調査（平成12年）」（総務省）

　　　 ※施設等の世帯数を含む

3.02

3.02

3.30

2.77

松浦市

1市2町 9,382

一世帯
当り人員
（人）

総世帯数
（世帯）

7,311

1,035

1,036

福島町

鷹島町
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（３）年齢（3区分）別構成比推移 

 

1 市 2 町全体の年齢（3 区分）別構成比推移をみると、年少人口（15 歳未満）構

成比や生産年齢人口（15～64 歳）構成比が低下しています。これに対し、老年人口

（65 歳以上）構成比は高くなる傾向にあります。 

長崎県の状況（下段グラフ）と比較すると、年少人口構成比の低下は 1市 2町と

長崎県は同様の傾向をみせていますが、生産年齢人口構成比は県平均を上回るペー

スで低下し、老年人口構成比は、1市 2町が県平均を上回るペースで上昇しており、

総じて高齢化が進んでいるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査（各年）」（総務省） 

 

年齢（3区分）別構成比推移（％）（1市2町計）

12.6 13.9 15.2 17.9 20.9 25.3

63.1 63.2 62.3 60.8 60.0
58.0

24.4 22.8 22.5 21.3 19.1 16.6

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

0～14歳

15～64歳

65歳以上

年齢（3区分）別構成比推移（％）（長崎県計）

9.5 10.7 12.1 14.7 17.7 20.8

64.8 65.1 65.1 65.0 64.3 63.1

25.7 24.2 22.7 20.3 17.9 16.0

昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年

0～14歳

15～64歳

65歳以上
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６．地域の資源等 

 

1 市 2 町には多彩な資源や文化があります。産業は水産業や農業が盛んであり、

特産品も農産物及びその加工品が多くなっています。さらに、イベント関係も海を

活用したものが多くみられます。 

また、歴史豊かな地域であるため、文化資源は松浦党や元寇などに因むものが各

地に点在しています。 

 

１市２町の資源等 

 産業 自然・文化資源 イベント 特産品  

松

浦

市 

 

ブリ、マダイ、トラフグ養殖 

日本一を競う「アジ、サバ」などの水
揚げを誇る松浦市地方卸売市場松浦
魚市場 

 
水産加工団地 
 

水稲、施設園芸、露地野菜、花卉、 
花木などの複合経営農業 
 

松浦火力発電所等 

星鹿城山 

龍王の滝 
木場川のホタル 
上志佐長野地区の棚田 

ひゃーし 
松浦党梶谷城跡 
文禄の役松浦家供養塔 

牟田観音堂銅造半跏思惟像 
柚木川内キャンプ場 
不老山総合公園 

石倉山森林公園 
ぎぎが浜海水浴場 
大崎海水浴場 

宝の浜海水浴場 
松浦龍王太鼓等 

不老山花と光のフェスタ 

松浦メロンまつり 
星鹿じゃんがら 
松浦おさかなまつり 

松浦水軍まつり 
松浦ぶどうまつり 
精霊流し・花火大会 

御厨蛇踊り 
星鹿漁船パレード 
田の平浮立 

流鏑馬等 

松葉 

旬（とき）あじ 
旬（とき）さば 
白羊羹 

御厨ぶどう 
アールスメロン 
香味漬等 

福

島

町 

クルマエビ養殖 
 
真珠養殖 

 
ＬＰＧ基地 
 

水稲・施設園芸・畜産などの複合 
経営農業等 

イロハ島 
つばき荘温泉 
夕陽の見える棚田 

つばき群生林 
福島町歴史民俗資料館 
大山展望所 

初崎展望所 
蛙鼻公園 
初崎海水浴場・キャンプ場 

オートキャンプ場 
肥前福島玄蕃太鼓等 

福島つばきロードレース大会 
町民駅伝大会 
い～なか体験 

わいわいフェスタ 
漁青朝市 
ふるさとまつり 

和船櫓漕ぎ大会 
さくら春まつり 
ハーブフェスタ 

観月会 
奉納相撲等 

つばき油 
クルマエビ 
いりこ 

竹炭 
竹酢 
福島こしひかり 

アールスメロン 
みかん 
イチゴ等 

鷹

島

町 

トラフグ養殖 
 
石工業 

 
葉たばこ 
 

水稲・施設園芸・畜産などの複合 
経営農業等 

モンゴル温泉 
歴史民俗資料館 
埋蔵文化財センター 

宮地嶽史跡公園 
対馬小太郎の墓史跡公園 
牧ノ岳史跡公園 

若松公園 
龍面庵 
モンゴル村 

オアシス村 
夕映えキャンプ場 
白浜海水浴場 

元寇太鼓等 

和船競争 
モンゴルまつり 
町民駅伝大会 

モンゴルクロスカントリー 
元寇記念祭 
モンゴル村海賊まつり 

青年団花火大会 
宮地嶽奉納相撲大会等 

ふぐ 
ウニ 
エソカマボコ 

まて焼酎 
みさと漬 
シソワイン 

アールスメロン等 
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７．産業 

 

産業面では、やはり海に広く面し、島嶼
とうしょ

地域を含むことから、水産業が重要な位

置付けとなっています。このほか農業も多種多様な生産がなされています。 

また、近代化の歴史の中で石炭産業は興亡を経てきており、炭鉱閉山後は労働力

の流出によって人口の急激な減少にみまわれた地域となっています。 

しかし、現在では新たなエネルギー産業の発展として、松浦市には石炭専焼火力

発電所があり、福島町には民間のＬＰＧ基地が稼動中であるほか国家備蓄基地が完

成間近となるなど、エネルギーを活かしたまちづくりが進められています。 

水産業については、トラフグ、ブリ、クルマエビなどの養殖業が盛んに営まれ全

国的に高い評価を得ています。また、アジ、サバについては日本有数の水揚量を誇

っています。 

農業は、中山間地域が広がる中で、多種多様な農産物が生産されており、味の良

い米や野菜、果実の生産をはじめ、繁殖中心の肉用牛の生産が盛んとなっています。 

このほか、観光産業の活性化が進められており、近年は多彩で豊かな自然や農漁

村など地域の資源を活用した体験型観光に力を入れ、注目される地域となりつつあ

ります。 

さらに、商工団体などによって、ベンチャー企業や起業家支援及び異業種交流組

織などの活動が行われています。 

 

（１）産業別人口 

 

産業構造（大分類別概況）についてみると、産業別総生産額構成比は、第３次産

業が 71.1％を占め、第２次産業が 24.3％、第１次産業が 4.5％となっています。 

就業人口構成比は、第３次産業が 53.4％で、第２次産業が 29.3％、第１次産業

が 17.3％となっています。 

中分類別構成比の長崎県平均との比較をみてみると、新市は「農業」や「漁業」

「製造業」などが県平均を上回っています。これに対して「卸・小売業飲食店」や

「サービス業」などは県平均を大きく下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1市2町生産額・就業人口産業（大分類）別構成比（％）

4.5

17.3

24.3

29.3

71.1

53.4

凡　　　例

総生産額構成比

就業人口構成比

第1次産業 第2次産業 第3次産業

資料：「平成12年度長崎県の市町村民経済計算」「国勢調査（平成12年）」
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※「分類不能」除く。 

※四捨五入の関係で合計は一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「国勢調査（平成 12 年）」（総務省） 

1市2町の産業構造

構成比
(%)

構成比
(%)

第１次産業 4,252 4.5 2,369 17.3

第２次産業 22,865 24.3 4,009 29.3

第３次産業 66,810 71.1 7,300 53.4

第１次産業 2,585 3.4 1,504 14.0

第２次産業 17,076 22.2 3,216 30.0

第３次産業 57,203 74.4 5,993 55.9

第１次産業 413 4.8 257 16.3

第２次産業 2,925 33.8 611 38.8

第３次産業 5,325 61.5 707 44.9

第１次産業 1,254 14.9 608 43.7

第２次産業 2,864 34.1 182 13.1

第３次産業 4,282 51.0 600 43.2
資料：「平成12年度長崎県の市町村民経済計算」

「国勢調査（平成12年）」（総務省）   

鷹島町

1市2町

松浦市

福島町

総生産額
（百万円）

就業人口
（人）

産業分類

1市2町産業大分類就業人口構成比（％）

11.1

6.7

6.1

2.8

13.3

11.5

15.7

11.9

5.8

5.6

16.4

22.5 2.5

24.1

29.3

4.1

5.3

0.1

0.1

0.3

0.3 1.7

0.6

1.2

0.6

0.1

0.4

凡例

1市2町

長崎県

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業
電気ガス
熱水道業

運輸・
通信業

卸・小売
業飲食店

金融・
保険業

不動産業
サービス

業

公務
（その
他）

分類
不能
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（２）農林業の状況 

 

地域の主要な産業である農業は、1,477 戸の販売農家がありますが、8 割以上が

兼業農家です。 

中山間地域や島嶼
とうしょ

地域が広がる中で、経営耕地面積では、田が最も多いものの、

平野部が少ない立地であるため、棚田なども多くみられます。 

そのほか野菜類や果実など様々な農作物が生産されていますが、産出額で多いの

は畜産や米となっています。畜産のうち肉用牛の飼養農家は新市全体で 360 戸、飼

養頭数は 3,830 頭、豚は飼養農家が新市全体で 7戸、飼養頭数は 9,800 頭あまりと

なっています。 

林業については、新市の土地面積の多くを森林が占めており、木材生産、水土保

全等多面的機能を発揮させる森林づくりを進めています。 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

耕地面積（販売農家・ha）
耕地

１市2町 2,355 1,438 773 144 1.32

松浦市 1,633 1,110 409 114 1.27

福島町 333 200 108 25 1.11

鷹島町 389 128 256 5 1.88

資料：「第50次長崎農林水産統計年報」（長崎統計情報事務所）
「2000年世界農林業センサス結果報告書」（県統計課）　

1戸当り
面積

市 町 村
計 田 普通畑 樹園地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有形態別森林面積等
林家戸数

県 営 林
市町村営

林
そ の 他
公 有

公社造林 私 有 林 （ 戸 ）

１市2町 6,026 124 5,901 78 88 35 358 5,342 698

松浦市 4,545 124 4,420 78 70 30 358 3,884 341

福島町 643 - 643 - 13 2 - 629 132

鷹島町 838 - 838 - 5 3 - 829 225

資料：「長崎県の林業統計」（長崎県林務課・山地災害対策室）

森林
総数
(ha)

国 有 林
(ha)

民 有 林
(ha)

専業農家
15.0

兼業農家
85.0

販売農家の専業・兼業比率（％）（1市2町計）

資料：「2000年世界農林業センサス結果報告書」
（県統計課）

１市2町の農家戸数・農業就業者数（平成12年）

総
農家数

販売
農家数

農業
就業者数

１市2町 1,790 1,477 2,329

松浦市 1,284 1,067 1,658

福島町 299 241 338

鷹島町 207 169 333

資料：「2000年世界農林業センサス結果報告書」
（県統計課）

※「販売農家」とは経営耕地面積が30ａ以上または
　農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。
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主要普通作物等作付面積と収穫量（平成14年） （上段：作付面積・ha、下段：収穫量・t）

麦類 豆類 野菜等

小麦 裸麦 大豆 小豆
きゅ
うり

たま
ねぎ

トマト いちご メロン 白菜
アスパ
ラガス

906 8 0 12 7 5 14 3 1 19 13 5
4,107 22 1 20 x 191 266 65 26 377 678 90

715 8 0 10 7 3 13 3 1 15 13 3
3,280 21 0 17 x 50 251 61 26 309 668 65

124 0 0 2 0 2 1 0 0 2 0 1
551 1 0 3 x 139 15 2 0 33 10 17
67 0 0 0 0 0 1 0 0 2 0 1

276 0 1 0 x 2 14 2 0 35 0 8

果樹 飼料作物 工芸農作物

みかん ぶどう びわ 牧草
青刈り
とうも
ろこし

ソル
ゴー

青刈り
えん麦

茶
葉

たばこ

906 22 25 9 74 8 4 178 15 151 42 32 118
4,107 356 468 x 954 56 23 10,480 706 9,970 1,624 206 254

715 11 22 8 50 8 3 122 14 78 29 32 27
3,280 168 414 x 652 56 19 7,300 661 4,990 1,140 206 61

124 7 2 0 21 0 0 32 1 38 10 0 0
551 108 36 x 274 0 1 1,850 45 2,460 373 0 0
67 4 1 1 3 0 1 24 - 35 3 0 91

276 80 18 x 28 0 3 1,330 - 2,520 111 0 193
資料：「第50次長崎農林水産統計年報」（長崎統計情報事務所）等

※「x」は数値を公表していないもの。1市2町合計は「x」を除いた値(以下同じ)。

水稲

かん
しょ

1市2町

松 浦 市

福 島 町

鷹 島 町

そば
ばれい
しょ

水稲

福 島 町

鷹 島 町

1市2町

松 浦 市

 

農業産出額 （千万円）

米
麦
類

雑
穀

豆
類

い
も
類

野
菜

果
実

花
き

工
芸

農
作
物

そ
の
他

1市2町 398 246 99 0 0 1 7 52 18 5 57 10 150 2

松 浦 市 282 168 78 0 0 1 5 40 14 5 18 9 112 2

福 島 町 50 25 14 0 - 0 1 7 3 - - 1 25 0

鷹 島 町 66 53 7 0 - - 1 5 1 0 39 0 13 0

資料：「平成14年生産農業所得統計」（農林水産省）等
※単位未満の実績値の関係上、耕種および全体の合計値と、それぞれ
　の項目を足しあわした数値とは必ずしも一致しない。

加工
農産物

畜産合計 耕種計

 

畜産飼養戸数と飼養頭数

１市2町 松浦市 福島町 鷹島町

飼養戸数 4 4 - -

頭数 187 187 - -

飼養戸数 360 267 33 60

頭数 3,830 2,461 844 525

飼養戸数 7 5 1 1

頭数 9,813 8,375 773 665

資料:「県北の農業（平成16年9月）」（県北振興局農政部農務課）

乳用牛

肉用牛

豚
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（３）水産業の状況 

 

水産業は地域の主要産業となっています。海に面した市町では様々な漁業が行わ

れ、経営体は 1市 2町全体で 365、従業者は 1,000 人あまりを数えます。 

総漁獲量は 9,000 トンを超え、産出総額は 70 億円近くに達します。アジ、サバ

をはじめ、多くの種類の魚介類が水揚げされているほか、養殖業も盛んであり、ト

ラフグ、ブリ、クルマエビなどは全国的に高い評価を得ています。 

 

階層別経営体数・従業員数 （上段：経営対数・下段：従業員数）

1市2町 松浦市 福島町 鷹島町

365 170 51 144

1,002 410 95 497

80 36 22 22

88 39 23 26

149 60 27 62

303 97 58 148

32 25 0 7

66 46 0 20

13 9 0 4

30 19 0 11

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2 2 0 0

56 56 0 0

28 10 0 18

102 46 0 56

57 24 2 31

353 103 14 236

4 4 0 0

4 4 0 0

資料：「平成14年漁港港勢調査結果」（長崎県水産部）

20 ～ 50 未 満

動
力
船
使
用

計

定 置 網

3 ｔ 未 満

3 ～ 5 未 満

5 ～ 10 未 満

10 ～ 20 未 満

浅 海 養 殖

漁 船 非 使 用

50 ～ 100 未 満

100 ～ 200t 未 満

 

 

2314

940

2289

0

1000

2000

3000

4000

松浦市 福島町 鷹島町

※漁獲金額÷経営体数

1経営体あたり海面漁業漁獲金額（平成10年･万円）

資料：「長崎100の指標」（長崎県統計課）
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漁業種類別漁獲量 単位：t

１市2町 松浦市 福島町 鷹島町

小 型 底 引 き 網 402 206 179 17

ひ き 網 1,701 608 459 634

あ ぐ り 網 1,990 1,990 0 0

敷 網 338 338 0 0

刺 網 85 63 15 7

定 置 網 354 208 0 146

か ご 漁 網 85 14 12 59

は え 縄 11 4 0 7

い か 釣 4 0 0 4

一 本 釣 45 24 13 8

採 貝 242 17 222 3

採 藻 91 51 10 30

そ の 他 漁 業 74 53 0 21

海 面 漁 業 計 (A) 5,422 3,576 910 936

海面漁業金額（百万円）(B) 1,567 816 176 575

魚 類 3,669 1,726 0 1,943

そ の 他 水 産 動 物 17 0 17 0

海 面 養 殖 業 (C) 3,686 1,726 17 1,943

海面養殖業金額（百万円）(D) 5,323 1,666 116 3,541

9,108 5,302 927 2,879

6,890 2,482 292 4,116
資料：「平成14年漁港港勢調査結果」（長崎県水産部）

海
面
漁
業

海
面

養
殖
業

総 漁 獲 量 （ Ａ ＋ Ｃ ）
総 額 （ 百 万 円 ） （ Ｂ ＋ Ｄ ）

 

海面漁業の魚種別漁獲量（合計･上位20種） 単位：t

１市2町 松浦市 福島町 鷹島町

3,203 1,645 1,358
うち各市町上位20種内訳

いわし類　 3,499 2,139 1,315 45
あじ類 　 456 408 0 48
たい類 　 220 21 2 197
ぶり類 　 125 19 0 106
ひじき 　 107 51 6 50
たこ類 　 92 49 11 32
えそ類 　 80 41 18 21
さば類 　 69 69
こういか類 　 32 18 14
ふぐ類 32 5 1 26
ひらめ・かれい類 31 12 4 15
なまこ類 　 25 25
さざえ 　 14 14
すずき類 14 0 14
いさき 　 14 14
うに類 13 10 3
さめ類 9 9
しいら類 8 3 5
たちうお 6 4 0 2
さわら類 6 3 3
かつお類 4 4
このしろ 4 4 0
にべ・ぐち類 4 4 0
あまだい類 4 4
するめいか 4 4
まぐろ類 3 3
はも 3 0 3
他の水産動物類 　 2 2
クルマエビ 1 1
あなご類 　 1 1
がざみ類 0 0
ぼら類 0 0
資料：「第10次漁業センサス」「平成14年海面漁業生産統計」（農林水産業）

6,206合計
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（４）商業の状況 

 

1 市 2 町全体では、事業所数が 503 店、そのうち小売業が 443 店です。 

このほか、従業者数は約 2,000 人、年間販売額は 650 億円あまりとなっています。 

 

１市2町の商業の状況

事業所数 従業者数
年間

販売額
(百万円)

売場面積
（㎡）

503 1,974 65,104 -

うち小売業 443 1,589 20,161 29,998

362 1,613 59,958 -

うち小売業 313 1,264 16,046 24,966

48 139 2,174 -

うち小売業 43 127 1,279 2,150

93 222 2,972 -

うち小売業 87 198 2,836 2,882

資料：「平成14年商業統計表」（経済産業省）

鷹島町

松浦市

１市2町

福島町
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（５）製造業の状況 

 

1 市 2 町全体の製造業の事業所数（従業員 4人以上）は 44 事業所、従業者は 1,500

人あまり、製造品出荷額は約 220 億円で、業種別には、食料品製造業や衣服・その

他繊維製品製造業などが多い状況です。 

 

１市2町の製造業の状況（従業員4人以上の事業所）

事業所数 従業者数
製造品

出荷額等
(百万円)

１市2町 44 1,541 21,904

松浦市 36 1,379 20,926

福島町 5 125 649

鷹島町 3 37 329

資料：「平成15年工業統計調査（速報）」(経済産業省）  
製造業の事業所数（従業員4人以上の事業所）

１市2町 松浦市 福島町 鷹島町

総数 46 36 7 3

食 料 品 製 造 業 6 4 - 2

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 2 2 - -

繊 維 工 業 1 1 - -

衣服・その他の繊維製品製造業 16 12 4 -

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 2 1 1 -

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 - - - -

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業 - - - -

出 版 ・ 印 刷 ･ 同 関 連 産 業 1 1 - -

化 学 工 業 - - - -

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 - - - -

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 1 1 - -

ゴ ム 製 品 製 造 業 - - - -

なめし革・同製品・毛皮製造業 1 - 1 -

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 5 4 - 1

鉄 鋼 業 1 1 - -

非 鉄 金 属 製 造 業 - - - -

金 属 製 品 製 造 業 4 4 - -

一 般 機 械 器 具 製 造 業 2 2 - -

電 気 機 械 器 具 製 造 業 - - - -

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 4 3 1 -

精 密 機 械 器 具 製 造 業 - - - -

武 器 製 造 業 - - - -

そ の 他 の 製 造 業 - - - -

資料：「平成14年工業統計調査」(経済産業省）  
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（６）観光の状況 

 

1 市 2 町全体の観光客延数は、平成 15 年で延べ 395,988 人にのぼっており、前年

から微増しています。平成 11 年までは横ばい状態が続いていましたが、新たな施

設のオープンなどによって平成 12 年以降増加しています。 

平成 15 年の観光客の内訳は、日帰り・宿泊比率は日帰りが 7 割以上となってお

り、県内・県外比率は県外観光客が約 6割を占めています。 

 

観光客延数推移(1市2町計・人)

303,156

332,375
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資料：「長崎県観光統計」（長崎県観光課）
 

74.0
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福島町
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観光客日帰り･宿泊比率（平成15年・％）

資料：「平成15年長崎県観光統計」（長崎県観光課）

日帰り 宿泊
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Ⅲ．将来人口の見通し 

１．総人口 

 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月

推計）」によると、平成 32 年（2020 年）で 21,810 人と平成 17 年より 5,183 人の減

少となります。特に、人口減少の要因としては、少子化や若年層の域外流出による

影響が大きいと考えられます。 

しかし、この減少傾向は人口流出防止などの政策的な取組みによって抑制するこ

とは可能です。 

新市においては、少子化や人口流出などの対策を強化することで、人口減少幅を

抑えた目標人口を設定します。 

目標人口については、若年層の人口流出が県平均並に抑制されることを前提とし

て、15～24 歳の 6年目以降の社会移動率を県全体の水準に設定し、平成 32 年（2020

年）における総人口を約 22,000 人とします。 
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２．交流人口 

 

交流人口そのものを推計することは困難であるため、観光入込数を交流人口とし

てとらえ、平成 32 年（2020 年）までの交流人口（観光客延数）を、平成 7年（1995

年）から 25 年（2013 年）の観光客延数の推移をもとに「線形近似」によって求め

ました。 

ただし、平成 21 年（2009 年）の観光入込数については、鷹島肥前大橋の開通に

伴う特需に起因するものであることから、翌 22 年（2010 年）から 25 年（2013 年）

までの平均値に補正しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これによると、平成 32 年（2020 年）で 849,156 人と平成 20 年（415,001 人）と

比較すると 43 万人あまりの増加が見込まれます。 

観光客の増加による交流人口の拡大は、都市と地域との関係強化や地域経済の活

性化など大きな効果をもたらします。 

既に域内では各種体験型観光などを実施しており、今後も観光振興や交流事業な

どの取組みを強化することで、交流人口のさらなる上昇を見込み、当面の目標を年

間 85 万人と定めます。 
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Ⅳ．新市の基本理念 

 

１．基本理念 

 

産業創造！ 次代へ漕ぎ出す松浦市 

自然のめぐみを活かした「個性」きらめく 

「交流
ふれあい

」と「ぬくもり」のあるまちづくり 

 

 

２．基本理念の背景 

 

「産業創造」は新市にとって不可欠なものです。雇用と経済的めぐみをもたらす産

業の創造があってこそ、活力ある心豊かなまちづくりが可能となります。基本理念に

おいては、そうした決意を力強く宣言します。 

 

新市を地理的に見ると、海を中心としてそれを取り囲むようなかたちで 1 市２町が

存在しています。また、産業についてみても漁船漁業や養殖漁業及び日本有数の産地

市場があるなど水産業関連の占める割合がたいへん高くなっています。 

このように、新市においては「海」の存在感は圧倒的に大きく、人々の暮らしは海

と共にあり、海からのめぐみを糧としています。 

一方、農業分野においても、水稲、畜産、施設園芸を基幹とし、花き、花木、工芸

作物等多種多様な取組みが活発に行われています。 

このほか、自然のめぐみを活かした商工業や体験型観光も盛んであり、まさに自然

は地域の大きな財産となっています。 

新市は、そうした自然のめぐみを、他所にはない「個性」として捉え、それらを積

極的に活用して新たな産業を創造することを目指します。 

 

また、そうした産業の創造においては「交流」の視点を重視していきます。「交流」

の主たるものは、新市の産品の都市部への出荷であることは言うまでもありませんが、

漁業体験、農業体験のような体験型観光についても積極的に取組み、多くの人々に新

市に訪れてもらいたいと思います。こうした人的交流は、経済的にも、また人々の意

識の面でも、新市に大いなる恩恵をもたらしてくれることでしょう。 

ただし、このような外部の人々との交流の前提には、迎え入れる側にあたたかいも

てなしの気持ちの準備ができていることが必要です。そのためには、新市の市民同士

も活発に交流し心をひとつにすることが大切です。こうした、｢交流のための下地づく

り｣は、将来予想される西九州地域が一体となった福岡都市圏との交流の局面において

も、新市の存在感を確かなものとする大きな力となるでしょう。 
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しかし、自然のめぐみを活かした産業の創造をするにせよ、さらにはそれらを活用

した「交流」を促進するにせよ、その基本となるのは「人」の力です。新市の建設に

おいては「人」の力を結集することがたいへん重要です。 

それはあたかも船乗りが力を合わせて船を漕ぎ出す姿を想い起こさせます。新市の

市民が一体となって、また市民と行政が協働して、これらの課題に取組んでいかなく

てはなりません。 

新市は、そうした｢人｣の力を活用するために、「ぬくもり」のある福祉優先のまちづ

くりを進めていきます。市民一人ひとりの個性を尊重し、お年よりや子どもも安全で

安心して暮らせるまちづくりを目指すことで、結果として「人」の力が新市にとって

「新しい活力」となるものと確信します。 

 

基本理念には以上のような想いが込められています。 
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３．まちづくりの方向性 

 

“自然のめぐみ”を活かしたまちづくりのために、以下の 5つの方向性を定めます。 

 

（１）産業創造で自立するまちへ、力を合わせて高らかに帆を上げます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然のめぐみを活かして新たな価値を生み出すまちづくりを進めます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新市誕生を機とした自立への強い決意を表す理念のもとに、産業の確立による地

域力の強化を最大の目標とします。 

新市の抱える課題として、主要産業である水産業や農業をはじめとした産業の強

化、確立が求められており、地域の多彩な資源を活かしながら地域の人々の力を結

集して産業化を進めることが重要です。次代の産業の創造、育成によって新市がよ

りたくましく自立し、積極的な将来展望を開くことができます。 

先行きの見えない日本経済の中、地域間や海外との競争激化など決して楽観でき

ない新市産業の現状にあって、雇用創出効果が大きい企業誘致などの産業振興策に

加え、新市誕生を大きなチャンスととらえ、人々の力を合わせた地域力を最大限に

活用しながら新たな産業の芽を育てていきます。 

 

住民アンケートでは海や大地の豊かな自然に対する誇りが強く、将来像について

もこれらを大切にしていくことが求められています。自然からもたらされる資源は

市民や訪れる人たちの心と体を癒すだけでなく、健康づくりや住みよい環境づくり、

良質で安全な食資源の供給など多彩に活用していくことが可能です。 

こうした多彩な資源を活用しながら、地域の最大の財産である「人」の力を結集

することで新しい価値を生み出します。 
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（３）働く喜びに満ちた、若者の希望にあふれる地域を目指します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人と地域の結びつきを強め、新たな内外交流の輪を広げます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）喜びと人々のぬくもり感じる心豊かなまちづくりを進めます 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民アンケートでは働く場としての産業振興や雇用の場を求める声が特に強くな

っています。また、高校生など若年層においても、雇用の場の確保が地域に住み続

けるための重要な要因としてとらえられています。 

雇用を生み出す自立した産業の構築により、市民の働く喜びや豊かな生活の実感

はより大きなものとなります。 

住民の声を真摯
し ん し

に受け止め、雇用の場を確保、拡大するため、産業の構築を目指

して様々な施策や計画を進めます。 

 

様々な出会いや交流により市内外の人たちとの絆
きずな

とふれあいをより広く、力強く

結びつけていくための施策は、新市の活性化を図る上で重要な位置づけとなります。 

特に、新市においては福岡都市圏をはじめとした都市部との交流拡大に努めなが

ら、人や情報、物産などの魅力を積極的に発信していきます。 

また、地域活力の根幹となる人口の流出防止、流入促進、人口増加を図るために

は、都市にはない地域の魅力を高めるとともに、人々の出会いの場を創出する支援

策も重要な視点と言えます。 

さらに、地理的に至近である中国、韓国などアジアをはじめとした海外との相互

理解の促進や産業･経済活動など、国際的な交流の輪も大きく広げます。 

 

住民アンケートでは安心できる暮らしに関する要望は強く、医療や福祉施策の充

実、安全で快適な生活環境整備などによって、乳幼児から高齢者まで全ての人が安

心して暮らせるまちづくりを進める必要があります。 

その上で、心とからだを癒す自然のめぐみやそれぞれの地域に息づく伝統文化を

守り、人と人の結びつきを強める地域コミュニケーションを大切にしながら、この

地に暮らす喜びと人々の優しさやぬくもりを感じる快適で心豊かな新市を築いてい

きます。 
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４．施策の基本方針 

 

基本理念とそこから導かれるまちづくりの方向性をもとに、それらを実現する施策

の展開として分野ごとに以下のような６つの柱を掲げます。 

 

力強い産業の創造と活力ある地域社会の実現 

 

企業誘致等の産業振興はもちろん、新たな雇用を生み出す産業を創造、育成してい
くために、産業面における幅広い分野での積極的な振興策を推進します。 
 

人々のふれあいと新たな価値を生み出す内外交流の拡大 

 

広域にわたる新市住民間はもとより、近隣地域など国内各地域との人や物、情報の
交流を深めるとともに、国際的な視野を広げるための交流機会の拡大、国際交易の拡
大など、新しい出会いや発見を生み出すための交流促進施策を推進します。 
 

心豊かで健やかに暮らし続けるための福祉･保健・医療施策の充実 

 

新市の福祉・保健・医療施策について、乳幼児から高齢者まで全ての人の健康で心
豊かな暮らしを実現し、この地域で長く住み続けるための施策を推進します。施策の

充実とともに、市民同士が助け合う優しさを育むまちづくりを進めます。 

 

自然とともに暮らす快適な生活環境づくり 

 

海に囲まれ、緑の中で暮らす地域の人々が、自然と共に安心して心豊かに生活する
ために、良好な住環境の整備や市民生活の利便性を向上させる生活環境の整備など、

市民生活の安全性や快適性を向上する施策を推進します。 
 

次代の地域づくりを担う人材の育成と個性を活かす地域文化の醸成 

 

これまで各地域で守られてきた伝統文化を大切にしながら、地域の個性ある新しい

文化を築いていくための次代を担う人材育成施策を推進します。 
 

市民と力を合わせてつくる活気あふれるまちづくり 

 

市民がまちづくりや行政運営に積極的に参画できるよう市民活動の支援施策を推進
するとともに、効率的で効果的な行政サービスを提供するための体制を強化します。 
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A3 ページ別途挿入 
 

 

※ 別ファイル参照 
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A3 ページ別途挿入 
 

 

※ 別ファイル参照 
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１．力強い産業の創造と活力ある地域社会の実現 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※都市と農山漁村の共生・対流とは、農林漁業体験や田舎暮らしなどの都市と農山漁村を行
き交う新たなライフスタイルを広め、都市と農山漁村がお互いの地域の魅力を分かち合い、
「人･物・情報」の循環する状況の中で産業の振興や地域の活性化を図っていくことです。 

 

 主要施策の構成  

（１）豊かな海の資源を活かす水産業の振興 
 

（２）良質で多彩な資源を活かす農林業の振興 

 

（３）新しい地域の魅力を発信する観光産業の振興 

 

（４）賑わいと新たな価値を創り出す商工業の振興 

 

（５）地域の活力を生み出す産業の創造と育成 

 

（６）産業の活力を引き出す西九州自動車道の整備促進 

 

新市が真の意味で自立、発展していくためには、産業振興のための様々な取組みを

進めていくことが重要です。しかし、先行きの不透明な日本経済の現状にあっては、

雇用創出効果が大きい企業誘致などの産業振興策に加え、これまでとは視点を変えた

発想で産業の振興を図る必要があります。 

地域に住む人たちは歴史的にみてもチャレンジ精神が旺盛です。自らの力で新たな

可能性に向けて挑戦し、活気あふれる力強い産業、新しい産業を創造していくことが

重要です。 

新市においては、地域の資源を活かした新しい価値の創造という視点から水産業や

農林業など地域の主要産業を見直し、さらなる振興策を充実し、雇用の場の確保・拡

大を支援します。 

また、近年健康的でゆとりある生活、やすらぎを求める都市住民のニーズが高まり、

域内においても豊かな地域資源を活かした、都
※

市と農山漁村の共生・対流が推進され

ていますが、更に水産業及び農林業、商工業、観光などの産業間連携を強め、人や情

報の交流による新たな価値の創造を促進し、事業者の意欲を高めまちの賑わいを生み

出す支援策を充実します。 

さらに、新たな地域産業の芽を支援するための施策を充実し、新産業の育成と確立

に向けた取組みを強化します。 

新市の産業振興を図るためには、広域的な高速交通基盤の整備はきわめて重要な課

題でありその効果が極めて大きいことから、西九州自動車道の早期実現に向けた取組

みを一層強化します。 
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（１）豊かな海の資源を活かす水産業の振興 

 

新市においては、広く海に面し、対馬暖流と変化に富む海岸線の好条件のもとで数

多くの魚介類に恵まれ、各地域で多様な漁船漁業や養殖業が営まれていることなどか

ら、水産業の振興は大いに力を注ぐべき分野であるといえます。 

特に高い評価を得ているトラフグ、ブリ、クルマエビに代表される養殖魚やアジ、

サバなど全国的にも誇れる素材を活かして、さらに大きな付加価値を生み出すための

施策を強化します。 

水産業は安定的な供給が重要な課題であり、いそ焼けの回復に向けた藻場の整備と

ともに、築いそや魚礁の設置による漁場整備を行います。また、船舶の停泊や防波な

ど従来の漁港機能に加え、養殖場支援などの機能を持つ漁港の整備及び漁業施設拡充

など、一体的な水産基盤の整備を進めます。さらに、栽培漁業や資源管理型漁業の推

進による長期的な資源を増やす取組みを進めるとともに、水産物を安定して生産する

ため、漁場保全に努めます。 

同時に、安定した水産業経営のための漁家支援策を推進し、漁村生活環境の整備、

後継者対策などへの取組みを推進します。 
 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①次代を担う人材の確保・育成 

地域の漁業は、経営体の減少、漁業従事者の高齢化、後継者不足といった問題を抱

えており人材の確保・育成が緊急の課題になっています。 

そのため、漁協等関係団体と連携を図り、漁業が経営的にも魅力のある産業である

ことを発信して新規就業者を募り、漁業経営に関する講座開催、漁業現場での実務研

修制度を整備し、チャレンジ精神旺盛な人材を育成します。 

また、新たに漁業を始める人の受入先や新しい事業の導入主体として意欲ある経営

体の育成を推進します。 

 

②水産物の高付加価値化・販売力強化 

高度な技術で生産を行うトラフグ、ブリ、クルマエビをはじめ、日本有数の水揚げ

量を誇るアジ、サバなどの水産物について、漁協や魚市場等と連携を図りながらブラ

ンド化などその知名度向上や需要の拡大に取り組みます。 

水産加工については、水産物の付加価値をより高めるため、加工施設の近代化や加

工技術の高度化などによって魅力ある商品づくりを支援します。 

このほか、これまで未利用であった水産物の活用を図り、新たな特産品開発を推進

します。 

 

また、イ
※

ンターネットによる水産物や水産加工品の販売など、直接消費者のニーズ
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を把握した上での販売戦略をはじめ、多様化する流通形態に対応した販路拡大を推進

するとともに、直販物産販売施設等の整備やグルメ商品開発など食を通した観光振興

にも活用します。 

さらに、新市一帯は福岡都市圏などからの釣り客が多く訪れており、１年を通した

釣り観光のメッカとして関連施設の充実を図ります。 
※インターネットとは、コンピューターの相互接続によりできあがった世界規模のネットワ
ーク（コンピューター通信網）のことです。 

 

③安全・安心な流通体制の整備 

食の安全性への関心が高まる中で、新鮮さや品質を損なうことなく消費市場へ届け

るための集出荷体制や鮮度保持施設を整備します。 

また、流通過程においても高度な衛生管理体制の整備によって、衛生面や鮮度など

品質保持に努め、安全な水産物を供給する産地として消費者に安心感をアピールする

ことで、水産物の付加価値を高めます。 

 

④養殖業のブランド化へ向けた支援 

既に市場で高い評価を得ているトラフグ、ブリ、クルマエビなど養殖魚の地域内で

の消費を拡大するとともに、生産技術の一層の高度化によってブランド化推進を行い、

付加価値向上を目指します。さらに、陸上養殖や沖合養殖など養殖場の拡充や、高級

魚など新たな養殖魚種への取組みも推進します。 

 

＜主な事業例＞ 

おさかな海道 

推進事業 

物産館や海の駅など各地域の物産施設をネットワーク化し、トラフグ、ブリ、

クルマエビ、アジ、サバなどの地域の天然、養殖水産物のＰＲや販売を強化

するとともに、メニュー開発や加工品開発を支援します。 

近隣地域 

流通強化事業 

福岡都市圏をはじめとして、佐賀県など周辺地域にも域内水産資源流通を強

化し、一帯の知名度の向上による観光客誘引や資源付加価値の向上に努めま

す。 

水産物流通 

高度拡大事業 

鮮度と品質を保つ輸送や効率的出荷体制を再構築し、安全性と鮮度を重視し

た水産物供給基地としての地位を確立します。 

養殖業拡大事業 

一定の評価を得ている地域の養殖水産物のさらなる充実と拡大を図るため

に、新たな養殖技術、養殖魚種の開発や導入、魚場の保全などについての研

究支援を進めます。 

漁業経営構造 

改善事業 

栽培漁業センターの設置や沿岸、陸上双方での水産資源保護、増加のための

環境整備など、次世代の水産資源の安定確保を図ります。 

海洋環境保全事業 

沿岸海域の環境保全や陸上での植樹など一体的な取組みによる沿岸漁業資源

の拡大と、着底基質の設置や海底汚泥、廃棄物回収等、水産資源の安定確保

を図る環境整備を進めます。 

水産基盤整備事業 

自然環境に配慮しつつ多様な機能を有する漁港と、資源育成のための漁礁を

設置し、生産量の増大を図るとともに、安全、快適な漁村環境づくりを進め

ます。 



 34 

（２）良質で多彩な資源を活かす農林業の振興 

 

地域の農業は、中山間地域や島嶼
とうしょ

地域が広がる中で多種多様な生産が行われ、美し

い棚田の保全や、畜産における良質堆肥の生産など、地域の特性が活かされ、米や野

菜、果物などは、味がよく良質であることが特徴です。 

ただし、経営環境においては、農家の減少や零細、高齢化、後継者不足など、厳し

い状況にあるため、生産者の経営安定化や後継者の育成などの支援策や、農林産物へ

の被害や生活環境の悪化をもたらす有害鳥獣の駆除対策等、農村環境の整備を推進し

ます。 

一方、効率的な生産を実現する基盤整備は着実に進捗しており、水稲をはじめ施設

園芸、花木、葉タバコなどが作付けされていますが、さらに整備地区での生産性の高

い営農を推進していきます。 

農業産出額の比率が高い肉用牛については、繁殖経営が中心で県下有数の子牛生産

地域となっていますが、飼養規模の拡大や生産コスト削減などで経営基盤の強化を図

り、さらなる肉用牛生産体制の確立を目指します。 

また、消費者の健康志向や食への関心は高まっており、食の安全が重視される中で、

品質の向上や優位点の情報発信など付加価値向上策への取組みを強化すると同時に、

販路拡大を支援します。 

森林・林業においては、森林の有する水源かん養機能や国土保全機能など多様な機

能が持続的に発揮されるよう森林の整備、及びこれから伐期を迎える林業生産の振興

により林業木材産業を活性化します。 
 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①多様な担い手の確保・育成 

農業の多様な担い手確保のために、就農支援センターなどと連携を図りながら、研

修制度や魅力紹介などを通し、担い手の受入を進めるとともに、既に農業に従事して

いる人については、意欲を高めるための技術講習や消費者ニーズの情報提供を進める

ほか、機械利用組合や農作業受委託組織等集落営農の取組みへの支援策を推進します。 

さらに、安定した経営基盤強化のための経営改善支援センターの活動強化や認定農

業者等担い手の組織充実及び農業法人化を促進するとともに、農地の集積や農地流動

化策など経営規模の拡大に向けた支援策によって経営体質の強化を図ります。また、

女性農業者は、農業経営、農業生産活動全般にわたり重要な役割を担っていることか

ら、女性が持つ感性、能力を発揮しながら地域社会へより一層参画するための支援策

を推進します。 
 

②基盤整備後の新たな営農の展開 

土地基盤は各種事業を活用し着実に進捗してきており、今後は各地域の特性に応じ

た土地利用や導入作物、営農体制を検討し、生産性・収益性の高い魅力ある営農の展
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開を目指します。 

特に、平成 14 年度に完了した国営農地再編整備事業及び現在実施中の県営中山間地

域総合整備事業で整備される農業施設と、ソフト施策を連携し、担い手の育成・支援

を図ります。 

また、基幹農道である広域農道を活用し、農業振興、農村地域の定住促進及び農村

地域間の交流促進を図ります。 

 

③農産物の高付加価値化・販売力強化 

多種多様な生産物や産地特性を活かし、ＪＡなど農業団体との連携を深めながら消

費者ニーズに対応した高品質な農産物生産の支援や多様な加工品開発などを通じて、

地域農産物の付加価値向上のための施策を推進します。   

また、販売力強化のために地域農産物の安全性や多様性、良好な自然環境で育まれ

た美味しさなどの情報発信を行うほか、インターネットによる農産物や農産加工品の

販売など多様化する流通形態に対応した販売戦略を推進します。 

さらに、物産販売施設等の整備やグルメ商品開発など食を通した観光振興にも活用

します。 
 

④肉用牛生産体制の強化 

繁殖経営が中心の生産体制をさらに強化するために、優良種雄牛等を活用した雌牛

群の整備と良質な子牛の生産地としての地位を確立し、生産農家の所得の向上や銘柄

の確立、消費の拡大などより収益性の高い生産体制を確立します。 

生産農家の生産コスト削減及び荒地対策や景観保持のために、多く点在する未利用

野草地や休耕田などへの放牧を推進します。 

また、畜産全般の課題でもある糞尿処理の問題については、平成 16 年 11 月から完

全施行された家畜排せつ物法に対応できる施設の整備を支援します。 

 

⑤森林の整備と地域材利用の促進 

林業の活性化と水資源のかん養や自然災害防止等森林のもつ多面的な機能の発揮に

より、地域環境の保全を図ることとし、林道・作業道の基盤整備を行い、間伐を主体

とした森林整備を推進します。 

また、人にやさしい健康的な建築資材として地域木材を公共施設や住宅建築に積極

的に活用することで、森林・林業、木材、生活などが地域で持続的に循環する地域社

会のしくみをつくります。 

さらに、間伐材や端材等を有効に活用する木質バ
※

イオマスの利用を推進します。 
※バイオマスとは、有機物をエネルギー源として活用するもので、燃焼による発電が可能な
ほか、アルコール発酵やメタン発酵などによる燃料化などが可能です。 
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＜主な事業例＞ 

担い手育成支援事業 
次代の農業を担う人材を育成し、農業技術に関する研修や新たな担い手の受

入などを支援します。 

地域農産物 

販売強化事業 

各地域の物産施設をネットワーク化し、味のよい地域野菜のＰＲや販売を強

化するとともに、自然食メニューの開発や加工品開発を支援します。 

畜産業振興事業 畜産農家の効率的経営を図るため、省力化された生産体制の確立を図ります。 

広域循環型 

農村整備事業 
耕畜連携の農業の活性化、資源循環、環境保全農業の確立を目指します。 

経営構造対策事業 
高齢、零細化が進む農家の生産体制強化のために機械化の促進や直売所の設

置、新規就農支援策の充実など経営体質の強化を図ります。 

農業基盤整備事業 
土地改良や水源の確保など、安定的な生産体制維持のための基盤整備を進め

るとともに、基幹的な農道を整備することで農村地域の定住促進を進めます。 

活き活きふるさとの

森林再生事業 

水資源のかん養など地域環境の保全のために、間伐等の森林整備を行うとと

もに、作業効率を高める林道開設、作業道開設を進めます。 

 

（３）新しい地域の魅力を発信する観光産業の振興 

 

観光は都市部に住む人と地域が直接ふれあい、交流する機会をつくるものであり、

それだけに施策の充実が即座に地域の活性化につながります。訪れる人に喜びや感動

を味わってもらうために、地域が一体となってもてなしの心を持って取り組んでいく

ことが重要です。 

地域には美しい自然景観や貴重な歴史資源が数多く点在しており、自然公園を整備

し、またこの地域ならではの食材や加工技術が活かされた食文化や多数の文化財等を

観光資源として活用しながら、域内を結ぶ観光ルートづくりを推進するとともに、様々

な観光メニューを充実させることにより滞在型観光の強化を図ります。 

より多くの観光客を誘致し満足度を高めるために、関係団体等と連携を図りながら、

観光産業の活性化を図るとともに、産業間連携による総合的な観光サービスの充実を

推進します。 

また、これまでの観るだけの観光から、体験し、味わう観光へと観光客の嗜好は変

化してきており、観光客のニーズを満たす取組みを強化することが重要です。当地域

においては既に体験型観光を推進していますが、今後とも民間団体等との連携を図り

ながら、さらに地域の魅力を体感する観光メニューを充実します。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①地域におけるもてなし施策の推進 

積極的な観光客誘致策とともに、受入体制についてもハード、ソフト両面で整備を
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進める必要があります。 

質の高いサービスを提供する飲食や宿泊施設を充実するとともに地域産品などの物

販施設の整備を推進します。 

また、観光産業に携わる人はもちろん、新市をあげて訪れる人を歓迎する意識を高

めるために、誘導看板の拡充をはじめ観光案内サービス強化などのもてなしの心の醸

成へ向けた取組みを強化します。 
 

②新しい観光拠点づくり施策の推進 

地域の観光については、これまで知名度、入込数などの面において県内他地域に先

行されていましたが、地域の豊富な資源を活かした新商品開発や新市の各地域を巡り

唐津、平戸方面等へと結ぶ観光の新ルート開拓を推進し、旅行業界への積極的な営業

展開などによって新たな観光拠点づくりに取り組みます。 

また、近隣には平戸やハウステンボス、伊万里・有田地区など多くの観光客を集め

る地域が存在するため、これら観光客の誘引や近隣地域との連携を強化します。 

さらに、各地域の魅力的な観光メニューを充実することにより、新市における滞在

時間を拡大するための取組みを強化し、宿泊観光客の増加を図ります。 

 

③西九州自動車道開通を視野に入れた福岡都市圏の観光客誘致の強化 

新市は、長崎県内で最も福岡都市圏に近い距離にあり、その至近性や魅力を積極的

にアピールし、伊万里市や有田地域、唐津市等との広域連携を図りながら、より多く

の観光客を誘致します。 

観光行動の主流は自動車利用となってきていることから、西九州自動車道開通も視

野に入れながら、長崎県の東の玄関口として魅力向上や情報発信機能の強化を図りま

す。 

 

④体験型観光による農林水産業との連携推進 

主要産業である農林業や水産業を活用した加工品の製造、販売支援など、異業種の

連携を深めることで産業の複合化を図るとともに、農林業や漁業の体験型観光を推進

し、地域資源を総合的に活用した観光産業の活性化を図ります。 

農漁村と都市との交流を深めるグ
※

リーン・ツーリズムやブルー・ツーリズムを推進

し、生産者所得の向上や就業機会の拡大を図ります。また、貴重な体験を通して、地

域の農業や漁業の魅力及び資源の大切さを多くの人に理解してもらうことで、農漁村

環境や地域独特の文化などの維持や継承を図ります。 

体験型観光については、地域の豊富な自然資源やエネルギー産業、多彩な文化、郷

土芸能など地域の特性を活かしたメニューを開発し、交流人口の増加による活性化を

目指します。 

既に民間主導において各種の体験型観光メニューを実施している地域もあり、今後

もさらに積極的に旅行会社や全国の教育機関への修学旅行誘致などの営業活動を支援
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します。 
※グリーン・ツーリズムとは、都市生活者が農村で滞在型の余暇を過ごそうとする旅行形態

です。ブルー・ツーリズムは、同様に漁村での滞在型の余暇を過ごそうとする旅行形態で

す。 

 

＜主な事業例＞ 

宿泊施設充実事業 
滞在型観光を促進するために魅力ある公営宿泊施設の整備や民営化等を推

進するとともに、民間事業者との連携を深めます。 

広域観光 

誘導看板整備事業 

福岡都市圏や佐賀県、佐世保市方面から新市への観光誘導看板を要所に設

置し、観光客誘引を図ります。 

公園整備事業 
観光客や市民の憩いの場、レクリエーションの場として自然景観等を活か

した公園の充実を図ります。 

観光ルート整備事業 

域内の自然公園や文化財等の観光資源を結ぶルート開発とサイン等を整備

します。また、観光地に囲まれた地域の特性を活かした案内機能の強化や

立寄施設の充実を図ります。 

観光ＰＲ推進事業 
長崎県下の新たな観光拠点として、福岡都市圏をはじめ全国へ情報発信す

るとともに、旅行会社との連携など積極的な観光営業活動を進めます。 

佐賀県北西部 

観光連携事業 

伊万里、有田地区など佐賀県北西部の観光地と連携した観光宣伝活動など

県域を越えた広域的な観光エリア形成を図ります。 

飲食観光強化事業 

鷹島のトラフグ、福島のクルマエビ、松浦の旬あじ、旬さばなどの水産物

とともに地域の野菜等を活用した飲食観光メニューを充実し、グルメ観光

スポットとして観光客を誘引します。 

グリーン＆ブルー 

・ツーリズム推進事業 

農村や漁村での体験観光や宿泊滞在を通した都市との交流促進や生産者所

得の向上などを図ります。 

体験型観光推進事業 
地域の資源を活かした様々な体験型観光メニューで、交流人口の拡大を図

ります。 

 

 

（４）賑わいと新たな価値を創り出す商工業の振興 

 

地域の商業の現状は、佐世保市や伊万里市など近隣地域に対する競争力の低下や中

心市街地における空き店舗の増加などの問題を有しています。工業については、繊維

製品製造業や食料品を中心とした零細事業者が多く、特に繊維製品については中国な

ど海外との競争激化や製造拠点の海外流出傾向などの影響によって経営状況について

は厳しい状況となっています。 

地域の商工業の振興のために、市民生活の利便性向上と市街地の賑わい創出のため

の商業環境整備や、異なる産業分野の連携による新たな価値の創造など、地域の持つ

商工に係る資源の有効な活用策を推進します。 

また、地域の商工関係団体との連携を図りながら、経営者支援策の充実や第一次産
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業における地産地消運動との連携などによる商工業の活性化と総合的な振興策を充実

します。 

このほか、域内の工業団地等への企業誘致とともに、既存誘致企業や石工業などこ

の地域の伝統産業への優遇策等を含む支援を推進し、雇用拡大に向けた取組みを強化

します。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①企業誘致の推進 

地域の活性化や産業振興、雇用開発に効果が大きい企業等の誘致を積極的に推進し

ます。 

そのための受入体制の整備や誘致活動の取組みを強化するとともに、近隣地域にお

ける企業誘致の情報収集などを行います。 

 

②商店街個性化施策の推進 

各地域に点在する商店街の魅力づくりを支援し、近隣住民などにとって快適性と利

便性の高い環境を整備します。 

個性あふれる街並みの形成や交流の場づくりを進め、訪れる人がそれぞれの個性を

楽しめる商店街活性化策を推進します。 
 

③異業種交流・産業連携による新事業・新商品開発支援 

地域資源を活かした商品開発や新事業開発のために、農林水産業や製造業、商業、

サービス業などの産業間連携と異業種交流を促進し、新たな価値の創造・育成を支援

します。様々な産業交流会の開催などを通して、地域産業の活性化を促進する出会い

と交流のための取組みを強化します。 

 

＜主な事業例＞ 

まちなみ景観 

整備事業 

商店街を活用した特色あるまちなみや商業空間を整備し、新市全体の回遊性

を高める商業振興策を進めます。 

地産地消推進事業 
地域産品の地域内での消費を推奨するとともに、観光客への地域産品販売強

化などの消費促進などを進めます。 

地域産業「匠」 

登録制度 

地域産業の職人、技能者を「匠(たくみ)」として登録し、後継者育成や体験

型観光への活用などを図ります。 

地域資源活用 

新商品開発支援事業 

地域資源を活用した加工品開発や、地域で産出される石材の端材や間伐材な

どの有効活用の推進を支援します。 

地域物産 

販売強化事業 

地域物産の販売拡大のために、都市部などでのニーズの把握を強化するとと

もに、通信販売、インターネット販売など多様な販売展開を支援します。 
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（５）地域の活力を生み出す産業の創造と育成 

 

地域資源を活かした産業として現在の主要産業である水産業や農業の振興とともに、

新しい産業の芽を育てる施策を強化します。 

情報基盤や高速交通体系などの社会基盤の整備など産業活動を支援する施策ととも

に、地域の実情に即した新産業分野の研究や起業化支援、既存資源の新たな価値の創

造など幅広く産業育成への取組みを強化していきます。 

また、地域におけるコ
※ 1

ミュニティビジネスを推進するために、Ｎ
※ 2

ＰＯなどの団体育

成や連携を強化し、地域課題の解決と地域産業、経済の活性化の両立を図ります。 
※1コミュニティビジネスとは、福祉やまちづくりなど様々な地域課題をビジネスチャンスとし

てとらえ、ＮＰＯや地域の民間企業、市民起業家などが行政と連携しながら、ビジネスの

手法によって解決を目指すことです。公益性があり地域の社会貢献を目的とした事業活動

の推進によって、雇用の創出や経済の活性化を図ります。 

※2ＮＰＯ（Nonprofit Organization）とは、公益的活動を行う非営利の民間組織のことです。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①エネルギー産業を軸とした環境産業の育成と研究支援 

新産業創造、育成の大きな可能性として、地域が持つ火力発電所やＬＰＧ基地など

エネルギー関連施設を活かした産業振興策を推進します。 

エネルギー問題は今後ますます重要度が増すことが予想されるため、新市ではこう

した立地特性を活かした新エネルギー研究やそれに関連した省資源・循環型社会実現

のための環境産業の育成に積極的に取り組みます。 

エネルギーや環境関連機関の誘致や起業化支援などを積極的に進めるとともに、地

域特性を活かして農業と環境産業の融合などこの地域ならではのエネルギー産業、環

境産業創造のための研究について支援していきます。 

 

②港湾施設、伊万里湾を活かした国際的な産業連携の推進 

海に囲まれた地域の特性を活かし、港湾の活用による国際貿易の推進や検疫機能の

強化、域内各港湾の連携強化など、伊万里湾を活用した国際的な産業振興を推進しま

す。 

特に地理的に近い中国、韓国をはじめとしたアジア地域やこれまで交流を深めてき

たオーストラリアなどとの関係をさらに強化し、国際港としての機能を有効に活用し

ながら、国際的な産業連携を深めるとともに、地域物産の輸出拡大などによる産業の

国際化を支援します。 

 

③地域コミュニティビジネス支援の推進 

市民の起業家精神を高め、地域課題の解決と地域経済の活性化を両立するコミュニ

ティビジネスの積極的な推進を図ります。 
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福祉や観光、まちづくり、ものづくりなど様々な分野での地域課題をビジネスとし

てとらえ、地域の課題は地域で解決するという考え方のもと、ＮＰＯや地域の民間企

業、市民起業家などとの連携を深めます。 

特に、福祉施策については、高齢化が進む地域の実情を踏まえ、ＮＰＯや民間事業

者との連携強化を図りながら、福祉産業の総合的な振興・育成を推進します。 

 

＜主な事業例＞ 

新エネルギー 

産業育成事業 

火力発電所の人材、技術、自然資源などを活用した新しいエネルギー研究な

ど環境産業の育成と、火力発電所石炭灰再資源化研究など省エネルギー時代

の循環型社会の実現を図ります。 

アジア国際貿易 

推進事業 

地理的に近い中国や韓国などアジア地域との人的、物的交流を拡充し、港湾

を活用した国際貿易振興策を推進します。 

新産業育成・支援事業 
地域の資源を活かした新産業、起業家を支援し、新市の新しい産業の芽を大

切に育てます。 

民間福祉事業者連

携・支援事業 

民間福祉事業者の支援や連携を深めるとともに、新規福祉事業参画を促すＮ

ＰＯ等の設立支援などを行います。 

 

 

（６）産業の活力を引き出す西九州自動車道の整備推進 

 

自然のめぐみを活かした産業創造の実現には農林水産物や加工品等の輸送コストの

低減、消費者ニーズに即応した素早い供給による産地間の競争力強化は不可欠です。 

新市と福岡市をはじめとする九州の主要都市や本州との高速交通による時間短縮や

定時性の確保を図る上で、広域的な高速交通体系の確立のための高規格幹線道路の整

備は極めて重要な課題です。 

そのため、現在進められている西九州自動車道の早期実現に向けた取組みを一層強

化するとともに、開通に伴い企業等進出の可能性がさらに高まることが予想されるこ

とから、今の段階から積極的な誘致活動等を図ります。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

○西九州自動車道早期実現に向けた施策の推進（産業基盤） 

西九州自動車道の早期実現のため、これを活用したあらゆる産業の振興策に取り組

みます。 

新市の主要産業である農林水産業については、トラフグ、ブリ、クルマエビ、アジ、

サバなどの水産物や、味のよい野菜や果実､肉用牛など多種多様の安全・安心な農産物

を品質や鮮度を保ちつつ、より素早くより広範囲の消費市場へ届けるための流通拡大

支援策を推進します。 
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観光産業については、全国各地から観光客の誘引を図るため、西九州自動車道を活

かした地域の観光ルートやメニューを充実するとともに観光情報を全国へ発信するな

ど観光振興策を強化します。 

商工業については、生産や物流拠点機能の強化を図るとともに、広域的な高速交通

体系を活用した振興策の情報提供や相談体制の充実を図り、生産から流通まで迅速か

つ円滑な物流体系の確立に向けた取組みを支援します。 

また、西九州自動車道と港湾施設の連携を深めながら、海外を含めた広域的な物流

戦略を構築します。 
 

＜主な事業例＞ 

企業等誘致活動 

強化事業 

西九州自動車道の開通等を見越して、新市の立地的な魅力や可能性の高さを

広く情報発信し、企業等の誘致に向けた活動を強化します。 

西九州自動車道建設

促進事業 

伊万里松浦道路の事業促進に向けた働きかけなど、産業振興のための西九州

自動車道の全線早期開通に向けた取組みを強化します。 
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２.人々のふれあいと新たな価値を生み出す内外交流の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策の構成 

（１）地域の一体感を醸成する市民交流の拡大 

 

（２）相互理解を深める地域間交流の拡大 

 

（３）視野を広め国際感覚を育む国際交流の拡大 

 

（４）交流拡大のための基盤整備の推進 

 

 

 

人の交流だけでなく、情報の交流や物流など様々な分野での内外交流を拡大するこ

とで地域の活性化が図られます。 

地域の様々な個性が集まり交流することにより大きな地域力を発揮することが可能

となります。相互理解を深め、一体感を醸成する市民交流事業を拡大し地域の活力を

高めます。 

さらに、市民が強く結びつき一体となって魅力あるまちづくりを推進しながら、地

域を知り、訪れてもらうための情報発信や地域連携を強化します。 

国内にとどまらず海外との交流を深め、様々な国や地域との連携を図りながら産業

や観光など活気に満ちた地域づくりを進めます。 

積極的な交流を支えるために、交通基盤や情報基盤の整備を推進します。特に、新

市内のみならず新市と他県の広域的な交流を促進する西九州自動車道の早期開通へ

の取組みや港湾施設の充実など広域交通体系の構築を推進します。 
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（１）地域の一体感を醸成する市民交流の拡大 

 

市民の相互理解が深まることで、市民一人ひとりのよりよい新市づくりへの参画意

識も高まります。広範囲にまたがる新市住民の一体感を醸成するため各地域間の市民

交流事業や各種催しの充実などを推進します。 

 

＜主な事業例＞ 

市民交流事業 

各地域においてスポーツやレクリエーション､文化発表会など多彩なイベン

トを開催し、新市民交流の場を提供します。特に、次代を担う若者の交流の

場の充実に努めます。 

 

 

（２）相互理解を深める地域間交流の拡大 

 

新市と福岡都市圏をはじめとした国内他地域との交流を積極的に拡大し、新市をよ

り多くの人たちに知ってもらうための事業を推進します。各市町において進められて

きた国内の交
※

流都市事業については、新市においても継続します。 

地域間交流の中で、特に近隣地域については、平戸やハウステンボス、伊万里・有

田地区など全国的に集客力を誇る観光資源が点在しており、通過観光客等を誘引する

施策を充実するとともに、市域や県域を越えた交流と連携によって地域の魅力づくり

を進めていきます。観光面に限らず、近隣地域との様々な交流事業を展開し、より大

きな地域力を創造していきます。 
※各市町の国内交流都市事業は、以下の市町と交流を深めています。 

・福島町…北海道福島町、長野県木曽福島町 

・鷹島町…北海道鷹栖町、秋田県鷹巣町、山形県白鷹町、東京都三鷹市 

 

＜主な事業例＞ 

地域情報発信 

強化事業 

ア
※

ンテナショップの設置やインターネットによる情報発信など、都市部での

地域情報を広める事業を進めます。 

国内都市交流 

推進事業 

各市町において進められてきた国内交流都市事業などの範囲を拡大するとと

もに、地域でのホームステイ事業を積極的に推進します。 

※アンテナショップとは、新商品などを実験的に売りだし､消費者の反応からニーズなどを探

ることを目的とした店舗のことです｡販売目的だけでなく情報の受発信を目的としていま

す。 

 

 

（３）視野を広め国際感覚を育む国際交流の拡大 

 

市民の国際感覚の醸成や産業振興のために積極的な国際交流施策を推進します。市

民交流としてのホ
※

ームステイ事業の拡充や国際教育の推進、交流機会の充実とともに、
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経済・産業分野での国際交流事業への取組みを強化します。 

これまで各地域において進められてきた国際交流の実績を活かし、オーストラリ

ア・マッカイ市やモンゴル・ホジルト市との関係をさらに強化するとともに、新しい

パートナーづくりとして地理的に近い中国や韓国をはじめとしたアジア地域との交流

を深めるための取組みを強化します。 
※ホームステイとは、外国人留学生など他地域に住む人が、地域の一般家庭に滞在し、広く

生活体験をすることです。 

 

＜主な事業例＞ 

国際交流支援事業 
国際ホームステイの実施や交換留学、国際友好交流事業など人的交流事業を

支援します。 

国際姉妹都市 

交流拡大事業 

オーストラリア・マッカイ市やモンゴル・ホジルト市など姉妹都市との交流

事業を拡大するとともに新たな姉妹都市提携を積極的に進めます。 

アジア地域 

交流拡大事業 

アジア地域との産業、経済交流を拡大するために、地域資源や産業の情報発

信や経済交流イベントの開催など、アジアとの関係を深める事業を進めます。 

 

 

（４）交流拡大のための基盤整備の推進 

 

新市の交流を促進するための道路や港湾等の各種基盤整備とともに、公共交通機関

の拡充や情報網の整備によって積極的な交流活動を支援します。 

さらに、広域的な交流を促進する高速交通体系や港湾施設などの整備・拡充につい

ての取組みを強化し、新市と国内外の様々な地域との交流促進を図り、産業活動や国

際的な交流を支援します。 

また、利便性の向上だけでなく、安全性や快適性、話題性のある交流基盤を整備し、

市民とともに訪れる人に対して地域の魅力を発信するまちづくりを推進します。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①国際港機能の強化と有効活用 

国際港機能としての松浦港をはじめとした港湾機能の強化を目指し、人や物の交流

を拡大するための基盤整備を推進するとともに、水産物をはじめとした地域の生産物

等の輸出など交易拡大に向けた取組みを強化します。 

また、隣接する伊万里港や博多港との機能分担や、広域的な交通体系における港湾

施設の活用策など、長期的な機能強化戦略を構築するとともに、国際港としての重要

性を高めるために、国策プロジェクトの導入に向けた取組みを強化します。 

さらに、水深が 18ｍと深く、入口が 3 ヵ所ある伊万里湾の天然の良港としての優位

点を積極的にアピールするとともに、接岸や積荷の保管などにおいて国内や海外の港
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湾との競争力を高める受入体制を整備します。 

 

②西九州自動車道早期実現に向けた施策の推進（交流基盤） 

西九州自動車道は、新市の交流圏を飛躍的に拡大するとともに、広域にわたる新市

内での交流を盛んにする効果が期待されます。 

交流で最も重要なものは人と人との交流であり、市民が他の地域の人々との交流を

深めるには、時間短縮や快適性の向上を図ることが重要であり、広域的な高速交通体

系の確立のための高規格幹線道路の整備は極めて重要な課題です。 

西九州自動車道の全線早期開通を願う地域住民の期待に応え、福岡都市圏など近隣

地域との交流を一層深め、さらに九州の主要都市や本州との交流を拡大するため、早

期実現に向けた取組みを一層強化し機運を盛り上げます。 

 

③道路・海路公共交通体系の充実 

新市は、高速交通体系の確立が遅れている中で、合併によって行政区域が拡大しま

す。陸路においては佐賀県伊万里市などにより隔たれているため、市内の各地域を緊

密に結び、かつ県域を越えた連携を強化する総合的な道路ネットワークの構築が重要

な課題です。鷹島肥前大橋（仮称）が開通すると、一部離島を除き 1 市 2 町全てが陸

路で結ばれることになるため、道路交通ネットワークの充実はますます重要となりま

す。また、海路についても、移動時間の短縮や地域間交流の促進を図る観点から、海

上交通ネットワークの充実として高速巡回船の就航などの検討を進めます。 

国道・県道の改良や幹線市道の新設改良、市街地におけるバイパス道路の新設、西

九州自動車道及びそのアクセス道路網等の早期実現への働きかけを進めるとともに、

各地域の生活道路の整備を推進します。各地域間の移動時間を短縮し交流の拡大を図

るとともに、地域の実情に合った道路環境の整備を行い、歩道の整備など安全性の向

上に努めます。 

さらに、市民の外出時における利便性を高めるために、地域の実情や需要をみなが

ら、松浦鉄道やバス、海上交通など各地域を結ぶ公共交通体系の充実を推進します。

特に福島町地域や鷹島町地域については、海上交通の利便性の向上を図ります。 

 

④道路沿線個性化施策の推進 

海や山、島々、棚田など多様な表情を見せる地域の自然景観の中で、特に美しい良

好な景観地点を選定し、ベンチや休憩駐車スペースを設置することなどにより立ち寄

りやすい環境をつくり、地域の魅力を伝え、楽しめる道路環境を整備します。 

また、地域の特性を活かしながら、テーマに沿った特定街路整備区間を定め、個性

的な演出や連続した特定樹木の街区など、魅力あふれる道路沿線整備を推進します。 

さらに、広域にわたる新市の一体感を示す共通デザインのサインや誘導看板を充実

し、訪れる人の印象に残る地域づくりを推進します。 
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＜主な事業例＞ 

国際港機能強化事業 

国際港としての機能や港湾施設、設備の機能を強化するための基盤の整備や

活用策を拡大する調査研究事業を推進します。また、国策プロジェクトの導

入に向けた働きかけを強化します。 

西九州自動車道建設 

促進事業【再掲】 

伊万里松浦道路の事業促進に向けた働きかけなど、産業振興のための西九州

自動車道の全線早期開通に向けた取組みを強化します。 

道路交通網整備事業 
新市の一体感や域外との交流を促進するため、国道や県道、市道、農道等を

整備し、総合的な道路交通ネットワークを構築します。 

海上交通充実事業 
福島地域や鷹島地域と松浦地域を結ぶ海上交通ネットワークを充実し、高速

巡回船の導入など検討を進めます。 

市内公共交通体系 

整備事業 
市内各地域を結ぶバスや海上交通の運行支援など交通網の充実に努めます。 

景観ポイント 

整備事業 

景観ポイントの整備やテーマを設定した個性的な街路区間など市民や訪れる

人が楽しめる景観ポイントを整備します。 
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３．心豊かで健やかに暮らし続けるための 
福祉･保健・医療施策の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1健康日本 21 とは、平成 12 年から推進されている国民健康づくり運動で、「21 世紀における

国民健康づくり運動」の通称です。2010 年度を目途とした国民が一体となって取り組む健
康づくりの基本方針や目標等がまとめられています。 

※2 地域ケアとは、高齢者や障害者、児童など地域に住む全ての人が、介護や支援を必要とす
る状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、予防から支援まで地域全体で
取組むサービス体制です。 

主要施策の構成  

（１）全ての人が安心して暮らせる社会福祉の充実 

 

（２）豊かで明るい高齢社会を支えるまちづくりの推進 

 

（３）健やかな心とからだを育む保健体制の充実 

 

（４）質の高いサービスを提供する総合的な医療の充実 

 

（５）連携と協働による人にやさしい地域社会の実現 

 

子どもたちの明るい未来を切り開き、豊かで明るい長寿社会を確立するために、乳

幼児から高齢者まで、全ての人の健やかで充実した暮らしの実現に向けた福祉と健康

づくり、医療の取組みを強化します。 

福祉施策については、合併にかかわらず構成各市町とも様々な事業を進めてきまし

たが、新市においてはこれまで行われてきた施策を充実します。 

市民の健康づくりについては、国が推進する「健
※ 1

康日本 21」の理念を積極的に取り

入れ、「自分の健康は自分でつくり、守る」という考え方のもと、心とからだの健康

を促進する支援策を充実します。また、総合的な保健体制の充実や健康に対する正し

い知識や意識を高める取組みを推進します。 

医療については、市民にとって身近な病院、診療所から高度なサービスを提供する

医療機関まで、利用者のあらゆる医療ニーズに応える施設やサービス、人材の充実を

図ります。 

福祉・保健・医療の充実とともに、全ての人が健やかな地域社会を実現するために、

これからの地域社会は市民一人ひとりが自立と相互扶助の精神で支え合うことが重

要です。市民と行政が協働で人にやさしいまちづくりを推進するために、ＮＰＯ な

ど民間団体との連携やボランティアの人材育成を推進します。 

さらに、福祉・保健・医療の連携を深め、全ての市民が住み慣れた地域で安心して

暮らし続けることができるよう地
※ 2

域ケアの充実を図ります。 
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（１）全ての人が安心して暮らせる社会福祉の充実 

 

全ての人がお互いを尊重し、支え合いながら暮らせる社会を実現するために、社会

福祉を充実し、障害を持つ人や社会への適応が弱くなる高齢者などができる限り健常

者と同じような生活を営めるよう支援します。                                 

また、人間尊重の福祉施策の推進により、乳幼児から高齢者まで、障害のある人も、

ない人も、全ての市民が社会の一員として権利を保障され、積極的に新市のまちづく

りに参画できる地域社会を構築します。 

将来を担う子どもたちの健やかな成長のために、乳幼児や児童に対する福祉及び子

育て世帯に対する支援の充実を図ります。家庭と地域との結びつきを強め、地域ぐる

みで子どもたちを守り、育むまちづくりを推進します。このほか、乳幼児健診など障

害の早期発見と予防体制の充実を図り、児童療育への取組みを強化します。 

また、活力にあふれる地域社会を実現するため、市民生活全般を支える社会福祉の

充実を図り、経済的支援や相談及び指導体制の構築を推進します。 
 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①安心して子どもを生むことができる環境づくりの推進 

少子化対策として、安心して子どもを生み育てる環境づくりを推進します。女性が

安心して出産するための健康管理面での支援策の充実に加え、妊娠･出産期における必

要な情報提供や助言、指導等を適切に行うことで、出産に対する不安を取り除きます。 

また、妊婦や出産間もない育児グループなどの仲間づくりの支援や育児についての

学習や体験を行う機会を拡充し、父親も含めた親としての心構えの育成などを支援し

ます。 

さらに、安全な妊娠･出産のための知識や意識向上のために、独身女性を含めた全て

の女性に対し、流･早産や低出生体重児など出産の危険因子となる妊娠期における飲酒

や喫煙を控える広報活動を強化します。 

不妊に悩む夫婦については、相談体制の充実などにより不安の解消や出産に向けた

精神的な支援を推進します。 

 

②児童福祉と子育て世帯支援の充実 

地域ぐるみで子どもたちの健やかな育成を支援するために、児童や子育て世帯に対

する相談体制の充実と質的向上を図るとともに、子育て世帯の交流を深める組織のネ

ットワーク化を図ります。 

また、保育施設の充実を図るとともに、延長保育や一時保育、休日保育などの環境

づくりや放課後児童クラブ及び児童館の充実を推進します。ひとり親家庭に対しては、

経済的支援や仕事と子育てを両立する福祉施策を充実します。 

さらに、社会問題化している児童虐待の早期発見・未然防止のため、乳幼児に対す
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る健康診査の充実や関係機関及び市民など地域一体となった取組みを強化します。 

なお、1市 2町で策定された次世代育成支援行動計画については、地域住民や保護者

のニーズを尊重しながら、計画の統一を図る必要があります。 

 

③障害者の支援の充実 

障害者（身体障害者〔児〕、知的障害者〔児〕、精神障害者のことです。）の社会参画

を促進する支援、及び社会復帰をするための施設や相談体制の充実、機能回復訓練の

支援等障害者福祉を充実し、障害者の自立した生活を支援します。 

 

＜主な事業例＞ 

子育て世帯支援事業 
保育サービスの充実や相談制度、支援制度を充実するとともに、子育て世帯

のネットワーク化を支援し、交流や情報交換を促進します。 

児童健全育成事業 

相談体制の充実や放課後クラブや児童館を充実するとともに、児童虐待の防

止と早期発見のための体制を整備し、地域一体となって子どもたちを守り、

育成します。 

障害者支援事業 各個人に合った支援サービス、相談体制を充実します。 

 

 

（２）豊かで明るい高齢社会を支えるまちづくりの推進 

 

高齢者の介護予防や生きがいづくりの取組みを強化するとともに、豊かな知識や経

験を活かす人材の活用策を推進します。 

相互扶助の精神を活かすために、元気な高齢者による高齢者福祉に関わる活動や計

画づくりへの参画を促進します。 

また、高齢化がますます進展することから、高齢者が健康で自立した生活を実現す

るよう福祉施策の充実に努めます。 

今後の高齢者福祉施設の整備にあたっては、地理的な事情を踏まえ、地域の需要動

向をみながら関係機関との協議によって、長期的視点に立った計画を推進します。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

〇高齢者人材社会参画事業の推進 

元気な高齢者を活かすまちづくりとして、積極的な高齢者人材の様々な活動への参

画を推進します。 

知識や経験を活かした人材教育や歴史文化の伝承、高齢者福祉施策の積極的な活用、

幅広い人脈を活かした地域物産や情報の都市部での宣伝活動など、様々な活用策を推

進します。 
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＜主な事業例＞ 

高齢者人材 

社会参画促進制度 

専門知識や技能、幅広い人脈を持つ高齢者を活かす社会参画や生きがいづく

りを支援します。また、高齢者による高齢者福祉への参画などを進めます。 

高齢者交流支援事業 高齢者の交流の場の整備や老人クラブの活動等の支援を進めます。 

在宅福祉サービス 

充実事業 

在宅介護支援センターや民間介護事業者などとの連携を図りながら、高齢者

や家族の生活支援を進めます。 

 

 

（３）健やかな心とからだを育む保健体制の充実 

 

市民の健
※

康寿命を延伸するために、地域に住む一人ひとりの健康づくりを支援し、

生活習慣病等の予防や早期発見の体制を整備するとともに、健康に対する知識や意識

を高める情報発信を充実します。 

生活習慣の改善及び健康づくりに必要な環境を整備し、一人ひとりが豊かで充実し

た人生を過ごせるよう、市民や企業などと共に地域ぐるみで健康づくりを推進します。 

そのために、気軽に運動を楽しめる広場やスポーツ施設など環境の整備を図るとと

もに、疾病を予防し、医療費適正化につながるような健康づくり支援策を講じていき

ます。 

また、産業保健や学校保健などそれぞれの保健の内容に応じたきめ細かな健康づく

りを推進します。 

さらに、市民や訪れる人の健やかな心とからだを育むために、地域の海や大地の美

しい景観など豊かな自然を活用した施策に取り組みます。 
※健康寿命とは、痴呆や寝たきりにならない状態で生活できる期間のことです。 

 

＜主な事業例＞ 

健康推進事業 

健康診査や各種予防接種を充実させ、生活習慣病予防のための情報提供に努

めます。また、「健康管理システム」を確立させ、市民の健康状態が常に把握

できるようデータの管理に努めます。 

市民の身近な 

運動施設整備事業 

子どもから高齢者まで気軽に楽しめる運動の場を充実し、市民の健康づくり、

体力づくりへの意識を高めます。 

自然を活用した 

健康支援事業 

地域の良好な自然環境のいやし効果を健康づくりに活用するとともに、地域

の食資源による健康づくりメニュー提案などを進めます。 

 

 

（４）質の高いサービスを提供する総合的な医療の充実 

 

市民にとって身近な病院・診療所等の充実を図るとともに、医療機関の機能や設備

の高度化と連携の強化を推進します。 
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離島を含み広域にわたる新市においては、地域間格差や市民の不便が生じないよう

各地域の医療施設の充実を図り、老朽化した施設や設備の見直しを進めるとともに、

民間医療機関も含めた連携と機能分担を推進します。 

また、各地域における休日診療や夜間診療などの体制を充実するとともに、救急医

療体制の確立や迅速で的確な情報伝達体系の構築を目指します。 

さらに、医療に携わる人のより一層の知識・技術の向上を支援するとともに、医療

機関間の情報ネットワークを構築し、一人ひとりの意向を尊重しながら状態に応じた

迅速で質の高い医療サービスの充実を図ります。 
 

＜主な事業例＞ 

域内医療ネット 

ワーク構築事業 

民間を含めた各地域の医療機関や域外医療機関との連携を深め、利用者のニ

ーズにきめ細かく迅速に対応する医療体制の確立を図ります。 

医療施設 

整備事業 

各医療施設の専門性や設備の整備･充実を図り、医療体制の確立を図るととも

に、老朽化した施設等の見直しを進めます。 

救急医療体制 

整備事業 

高規格救急自動車や救急艇等救急医療体制の整備と的確な情報伝達システム

を構築し、初期治療までの時間短縮を図ります。 

 

 

（５）連携と協働による人にやさしい地域社会の実現 

 

福祉・保健・医療においては、市民との協働や関連する機関の連携が重要であり、

民間の力を最大限に活用しながら、新市の施策と相互に補完し合うことで、より大き

な効果が期待されます。 

福祉のまちづくりを推進するために、社会全体で相互扶助の仕組みや地域のセ
※

ーフ

ティネットを構築していくことで、全ての人にやさしい総合的な福祉施策、サービス

を提供していきます。 

民間団体への支援とともに、市民ボランティアなどの人材育成と様々な活動への参

画支援の取組みを強化します。社会福祉協議会などの福祉関連団体や民間企業、ＮＰ

Ｏ等の活動やネットワーク化などを積極的に支援し、よりきめ細かな福祉サービスを

実現するための体制づくりを推進します。 
※セーフティネットとは、「安全確保網」の意味ですが、不測の事態での安全確保や適切な対

応策を指す言葉として広く用いられています。 

 

＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

〇福祉・保健・医療の連携強化による地域ケアの充実 

福祉・保健・医療のサービスを一体的にとらえ、効率的な体制整備を図り地域ケア

を充実します。各サービスの機能や内容の充実とともに、市民の多様化するニーズに
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きめ細かに対応するために、一貫性や継続性を持ちながら総合的なサービスの提供を

図ります。また、福祉・保健・医療に対する地域単位での取組みを強化するとともに、

各地域への支援策を充実し、全ての市民が身近にきめ細かいサービスが受けられる体

制を構築します。 

さらに、国や県との連携を深めるとともに、民間団体等を含むネットワークを構築

し、情報交換や交流の場を拡充します。 

連携の強化による総合的な福祉・保健・医療サービスの提供によって、全ての市民

が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、予防から支援まで地域全体での総合的な

取組みを推進します。 
 

＜主な事業例＞ 

地域ケア促進事業 
福祉・保健・医療各サービスの一貫性や継続性を実現する連携を強化し、情

報や人的交流の促進により効率的で効果的なサービスを提供します。 

関連団体及び 

人材育成支援事業 

福祉事業等への民間参画促進や多様なサービスニーズに応えるために、ＮＰ

Ｏなどの運営団体の設立支援を行うとともに、ボランティア人材の育成を進

めます。 

総合保健福祉交流 

センター設置事業 

保健センター、交流施設など総合的な保健福祉の核となる施設を整備すると

ともに、各地域にそのサテライト施設（機能）を整備します。 
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４．自然とともに暮らす快適な生活環境づくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策の構成  

（１）安心で安全な生活環境の整備 
 

（２）利便性と快適性の高いまちづくりの推進 
 

（３）豊かな自然と共生する循環型社会の実現 

 

 

 

地域の魅力は住む人々の満足度が高まることでさらに向上します。市民が安心して

豊かな日常生活を送り、若い世代が住み続けたくなる魅力あるまちづくりを進めなけ

ればなりません。全ての市民の満足度を高めるために、高齢化の進展や情報社会の発

展など時代のニーズに即した生活環境を整備することが重要です。 

また、これからの地域社会は、人々と自然が共生しながら暮らす環境づくりが求め

られます。地球温暖化など世界的な環境問題には地域社会から取り組んでいかねばな

りません。ダイオキシン類などの環境問題は人間の健康に直接重大な影響をもたらす

問題でもあり、市民一人ひとりが環境に対する意識を高めることが重要です。 

海や山に囲まれた新市においては特に、この豊かな自然を守りながら共に生きてい

くまちづくりが大切です。 

以上のような考え方を踏まえ、生活環境においては、乳幼児から高齢者まで、全て

の人が安全で安心できるまちづくりを推進します。 

市民はもちろん域外の人も訪れ、暮らしたくなる魅力ある地域づくりのために、利

便性や快適性を向上する生活基盤整備を推進します。特に、情報化時代に対応し、地

域格差のない行政サービスを実現するために、各地域の公共施設等を結ぶ情報ネット

ワークの構築に向けた取組みを強化します。 

また、自然と調和した市民生活の実現に向けて、環境を守るための廃棄物処理施設

や生活排水処理施設の充実を図りながら、資源の再利用や廃棄物の再資源化を進める

など循環型社会の実現を目指します。これらの取組みにより、自然環境共生型社会を

市民とともに築いていきます。 
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（１）安心で安全な生活環境の整備 

 

新市の住民が安心して暮らすための生活環境の整備を推進します。また、バ
※ 1

リアフ

リー（障壁なし）やユ
※ 2

ニバーサルデザイン（万人向け設計）化の推進、道路の安全性

向上など高齢者等の対策を強化します。 

市民の安全を守る施策については、土砂災害など自然災害の防止や市民生活におけ

る緊急対応の迅速化などを推進し、安全な生活環境の実現のための消防・防災体制や

緊急時対応体制の確立を図ります。さらに、関係機関との連携を深めながら、児童や

高齢者などに対する交通安全教室の開催や道路安全施策の推進など、市民の安全を守

り、安心できる暮らしを実現する対策を強化します。 

特に、地域には火力発電所やＬＰＧ基地があり、佐賀県玄海町には原子力発電所も

あります。近隣の大規模な産業施設における災害を想定した市民の防災、安全対策へ

の取組みを含め強化します。 
※1 バリアフリーとは、身体障害者や高齢者が社会生活をしていくうえで支障がないように、

建築設計において段差や仕切りをなくすなど配慮をすることで、製品設計などにも応用さ

れています。「障壁なし」は国立国語研究所による外来語言い換え提案。 

※2ユニバーサルデザインとは、高齢者や障害者、妊婦、子供などすべての人が利用できるよ

うに、製品や建物、環境をデザインすることです。「万人向け設計」は国立国語研究所に

よる外来語言い換え提案。 

 

＜主な事業例＞ 

交通安全施設等 

整備事業 
道路における交通安全施設等整備事業を進め、市民の安全を確保します。 

土砂災害防止事業 地すべり、砂防、急傾斜対策として随時点検、対応していきます。 

河川改修・海岸 

保全事業 

市民生活の安全と環境に配慮した河川改修や高潮対策として海岸保全事業や

海浜レクリエーションの場として海岸環境整備事業を進めます。 

消防・防災体制 

整備事業 
消防、防災体制の充実や地域防災情報ネットワークの構築を進めます。 

 

 

（２）利便性と快適性の高いまちづくりの推進 
 

利便性や快適性を向上する生活環境を整備し、市民の定住化を促進する住環境の充

実を図ります。 

高齢者の住みやすさはもちろんですが、新市で新しく世帯を構える人にとって魅力

ある地域となるよう、都市機能を強化する基盤整備の取組みを推進します。 

生活環境の整備とともに、新市での居住者の受入体制の充実を図り、良好な公営住

宅の整備や他地域からの転入に対する支援策などを推進します。 
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＜新市発足を機とした新規・重点政策＞ 

 

①地域公共ネットワークの整備 

ＩＴ(情報通信技術)を利活用するための基盤整備は、地域格差のない行政サービス

の提供や福祉・医療、教育の充実など、住民サービスの向上や新市の活性化を図る上

で有効な手段です。 

このため、海や山で隔たれた新市各地域の公共施設、機関を情報網で結ぶ公共ネッ

トワークの整備を推進します。 
 

②水資源確保のための基盤整備の推進 

新市は離島地域を含むことから、水資源の安定的な確保のための基盤整備を進めな

ければなりません。 

水道施設の整備とともに水源維持、恒久的な水資源の確保策など生活用水を安全で

安定的に供給するための基盤整備を推進します。 

 

③生活排水処理・廃棄物処理事業の推進 

良好な生活環境の形成や自然環境保全及び農業や水産業の資源保護のために、従来

から行われてきた生活排水処理事業を推進します。また、環境に配慮した適正な廃棄

物処理施設の充実を図ります。 

 

＜主な事業例＞ 

地域公共ネット 

ワーク整備事業 

学校、図書館、公民館、役所などの公共施設を光ファイバー等で結び、市民

がより容易、迅速に行政情報等を利活用できる環境を整備します。 

水道施設整備事業 良質な水資源確保のための環境整備や上水道、簡易水道整備を進めます。 

生活排水処理 

施設整備事業 

自然環境の保全と生活環境の改善のために公共下水道等地域の実情に応じた

生活排水処理施設を整備します。 

Ｕ
※

ＪＩターン者 

受入支援制度 
市外からの転入者を受け入れるための優遇策や支援策を充実させます。 

公営住宅等整備事業 
老朽化した公営住宅の改修、改築や新たな整備を推進し、住環境の充実を図

ります。 

※大都市圏から地方圏へ移住する形態をあらわしたもので、「Ｕターン」は大都市圏で生活し

ている地方圏出身者が出身地の地方圏に移住すること、「Ｊターン」は大都市圏で生活して

いる地方圏出身者が、出身地の母都市へ移住すること、「Ｉターン」は大都市圏に住んでい

た人が、出身地と関係ない地方圏に移住することです。 
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（３）豊かな自然と共生する循環型社会の実現 

 

地域に広がる海や山の自然を大切に守りながら、自然破壊や環境汚染の防止に努め

るとともに、できる限り自然の生態系が残る環境を重視した自然と共生するまちづく

りを進めます。 

そのためには市民の協力が不可欠であり、市民や企業等に対する環境教育、情報発

信等、環境問題にかかわる知識や意識を高める取組みを強化するとともに、地域の自

然を保全するために、関連団体や個人の環境美化活動などに対する支援や人材の育成

を推進します。 

また、自然環境を保全する施策とともに、資源の再利用再資源化の促進や新エネル

ギー産業振興など自然豊かな循環型社会の実現のための施策を推進します。 

さらに、市民や訪れる人にとっても心とからだのリフレッシュが可能となるよう、

自然の健康面での活用についても取り組みます。 
 

＜主な事業例＞ 

廃棄物処理 

高度化整備事業 

下水汚泥や廃棄物などの有効利用やリサイクル事業を推進し、循環型社会の

形成を目指します。 

環境保全推進事業 
環境教育の充実を図るとともに、市民や関連団体の地域環境保全活動を支援

します。 

新エネルギー 

導入促進事業 

新エネルギー研究による成果を地域に還元し、環境に優しいエネルギー導入

を進めます。 
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５．次代の地域づくりを担う人材の育成と 
個性を活かす地域文化の醸成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策の構成  

（１）地域を担う人材の育成 
 

（２）市民のための教育機会の拡充と体験学習の推進 
 

（３）地域と世界を結ぶ国際感覚を持つ人材の育成 
 

（４）地域の個性を育む歴史文化の継承と後継者育成 
 

（５）人間尊重の精神を基調とした個性豊かな人材の育成 

 

 

 

市民と関係機関の協力と連携により、人間尊重の精神に立ち、豊かな心と健やかな

体を育む教育を推進し、個性豊かで創造性に富む人材の育成を目指します。 

次代を担う人材の育成は地域の発展のために重要であり、義務教育や高校教育の充

実とともに、学校・家庭・地域社会が一体となった教育の推進を図るほか、地域の雇

用を促進するための農業や漁業など地域産業にかかわる教育の推進を図ります。 

また、この地域には古くからの伝統芸能や文化が脈々と息づいており、国際的な交

流も様々な形で行われてきました。特に、海にまつわる歴史や文化が数多く受け継が

れてきました。「松浦党」や 700 余年前の「元寇」など、古くから海を通してアジア

地域とのかかわりを深めてきた特性を活かし、文化遺産の保護や学術的な調査研究な

どにより地域文化の振興に努めます。 

さらに、伝統文化の継承・発展を図るため、子どもたちが地域の文化や歴史に触れ、

体験する機会を増やすことにより、地域の魅力を継承するとともに、地域の新たな歴

史を築くための教育を積極的に推進します。 
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（１）地域を担う人材の育成 

 

新市の将来を担う青少年の教育を充実するため、学校教育や社会教育はもちろん、

次代の産業育成につながる各種専門技能や知識の教育についても、地域の実情に見合

った分野を中心に積極的に推進、支援します。 

義務教育については少子化が進む中で、児童・生徒の能力を引き出す教育プログラ

ムを充実するとともに、教職員研修の充実や学校・家庭・地域社会の連携・融合を強

化します。 

施設面においては、幼稚園や義務教育施設の充実や施設維持管理の強化と安全対策

を進め、良好な教育環境の整備に努めます。 

さらに、次代の産業育成のために、水産業や農業及びその他の産業に係る人材育成

体制の構築や支援策を充実し、必要に応じて域外からも指導者を募りながら専門性を

高めるための施策を推進します。 
 

＜主な事業例＞ 

学校施設ＩＴ化 

推進事業 

学校施設でのインターネット使用環境を整備し、児童や生徒のコンピュータ

教育を充実します。 

学校施設整備事業 
老朽化が進む学校施設に対する安全性向上のための改修や改築を進め、教育

環境の充実を図ります。 

地域産業 

体験学習事業 

地域の児童や生徒を対象とした農業や水産業などの地域産業体験学習を進め

ます。 

世代間交流事業 
高齢者等と若年層の交流を深め、知識や技術の伝承による人材育成を進めま

す。 

 

 

（２）市民のための教育機会の拡充と体験学習の推進 

 

市民が気軽に参加できる生涯学習やスポーツ活動の機会を拡充するため、様々な学

習プログラム、スポーツプログラムの充実を図ります。それにより、知識や技術の習

得のほか、市民同士の交流や生きがい発見、喜びと感動の共有体験など、様々な効果

が期待されます。 

また、生涯学習やスポーツ活動のための施設については、快適性や機能の充実を図

り、学習機会の拡充に対応した施設利用を促進します。 

さらに、各地域の施設の有効利用を図るために、広く市民等の利用促進に努めると

ともに、市民に開かれた学習・スポーツの場を拡充します。 
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＜主な事業例＞ 

生涯学習推進事業 
市民の学習機会を拡大するために、地域や学校の連携を深め、世代間交流を

促進するとともに、公民館等の施設整備や学習プログラムの充実を図ります。 

図書館相互利用・総合 

管理ネットワーク 

システム構築事業 

市内各図書館施設の拡充と蔵書の共有化を図るための検索システムなどネッ

トワーク化を進めます。 

市民ＩＴ教育 

推進事業 
全ての市民を対象にしたコンピュータ教育を推進します。 

スポーツ関連施設 

整備事業 
市民総合運動公園や屋内グラウンドなど市民のスポーツの場を拡充します。 

文化・スポーツ活動 

支援事業 
市民の文化、スポーツ活動を推進する教室や大会の企画及び開催を進めます。 

余裕教室活用 

推進事業 
余裕教室を活用した市民講座や交流空間づくりを進めます。 

 

 

（３）地域と世界を結ぶ国際感覚を持つ人材の育成 

 

国際化する社会に対応することが、今後ますます重要となってきます。そこで、国

際感覚を身に付けた人材を育成するために、中国や韓国をはじめとしたアジア地域や、

姉妹都市のあるオーストラリア、古くから関わりの深いモンゴルなどとの相互理解推

進のための教育プログラムや交流事業を積極的に展開します。 

 

＜主な事業例＞ 

国際理解教育 

充実事業 

初等教育の段階からの外国語や海外の文化などについての教育を強化しま

す。 

 

 

（４）地域の個性を育む歴史文化の継承と後継者育成 

 

この地域には特徴的な歴史文化が残っています。特に「元寇」という歴史的出来事

を研究し、世界遺産に匹敵する発見物がある鷹島海底遺跡や松浦党の歴史調査など、

地域ならではの海洋文化振興策を引き続き推進します。 

このほかにも歴史や伝統に彩られた多様な文化や芸能は数多く、各地域で受け継が

れている伝統芸能や史跡等の文化財についてその保護に努め、新市における共有の財

産として次代へと継承します。 

また、景観も地域の文化であり、この地域に残る独特の生垣である「ひゃーし」や

棚田など自然を活かした魅力ある地域環境づくりや保存を進めます。 
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地域文化を創っていく青少年に対しては、芸術や文化活動を体験する機会を増やし、

各地域での文化や芸能の後継者育成を支援し、各地域の特色を活かした個性豊かなま

ちづくりを進めます。 
 

＜主な事業例＞ 

埋蔵文化財発掘 

調査事業 

遺跡調査など域内の史跡調査を推進し、文化財保存のための基本資料を整備

します。 

芸術文化振興事業 文化の普及発展を図るための基金を創設します。 

文化財等総合 

整備事業 

各地域の歴史資源や文化財の保護及び管理に努めるとともに、文化財等の総

合調査を実施し、文化遺産の保護に努めます。 

人材育成基金 

拡充事業 
各地域独自の文化芸能活動支援や後継者育成を支援する基金を拡充します。 

文化・芸術体験事業 児童や生徒を対象とした文化、芸術鑑賞の機会を拡充します。 

地域文化芸能 

保護支援事業 
各地域に残る伝統文化や芸能の保護と後継者育成に対する支援を行います。 

 

 

（５）人間尊重の精神を基調とした個性豊かな人材の育成 

 

道徳教育･同和教育の充実を図るとともに、人権教育を系統的に実践することを通し

て、個人の尊厳を重んじる、心豊かで生きる力を身に付けた個性豊かな人材を育みま

す。 

 

＜主な事業例＞ 

少人数指導事業 
個々に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎・基本の確実な定着や生きる力

の育成を図ります。 

同和教育推進事業 人権意識の高揚を図る同和教育を計画的に推進します。 

心の教育推進事業 
学校、家庭、地域が一体となったココロねっこ運動の推進と併せ、豊かな心

を育む道徳教育を充実します。 

 

 

 

 



 62 

６．市民と力を合わせてつくる活気あふれるまちづくり  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域コミュニティとは、人々が共同体意識を持って暮らす地域、およびその人々の集団や

地域社会、共同体のことを表します。 

 

主要施策の構成  

（１）市民と協働するまちづくり体制の確立 
 

（２）地域格差のない行政サービスの実施 
 

（３）民間組織等の育成及び連携強化 
 

（４）男女共同参画社会の推進 
 

（５）行財政の効率化 

 

 

これからのまちづくりは行政と市民の協働が重要であり、市民一人ひとりの声を活

かす仕組みが求められます。そのためには関連団体等との役割分担や協働による取組

みが重要です。 

新市にも各地域に様々なまちづくり団体やＮＰＯ、女性団体などが存在します。 

こうした団体との連携を深め、市民のまちづくりへの参画意識や民間のノウハウを

活かしながら魅力あふれる地域づくりを推進します。 

広域にわたる新市においては、地域による格差が生じないよう住民の意見を市政に

反映させる仕組みの構築や各地域でのコミュニティ組織を支援しながら、全ての市民

にとって身近に感じられる行政サービスを提供します。 

また、行政と市民との連携を深めるために、各種団体や民間事業者等と力を合わせ

ながら効果的な施策の推進を図ります。 

さらに、まちづくりなどあらゆる分野で男女が共同で参画し、個性と能力を十分発

揮するための支援策を充実します。 

行財政運営にあたっては、一層の効率化と高度な行政サービスの提供に努めます。

そのためには、政策評価制度を導入するなどして経費の節減や効果的な施策の遂行を

図るとともに、職員資質の向上に向けた取組みを強化します。 
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（１）市民と協働するまちづくり体制の確立 

 

市民一人ひとりの声を大切にするまちづくりを進めるために、行政情報の積極的な

提供とともに市民と行政が協働するための仕組みを構築し、市民参加型の行政を推進

します。 

また、より多くの市民の声を活かすために、地域コミュニティ活動や組織を支援す

るとともに、そうした中から出てくる様々な意見や要望を汲み取りながら市民ととも

によりよい新市を築いていきます。 
 

＜主な事業例＞ 

地域コミュニティ 

充実事業 

行政と住民との橋渡し役としての地域コミュニティ組織の支援事業を進めま

す。 

パ
※

ブリックコメント 

制度推進事業 

政策決定にあたり住民の意見を直接反映するなど、より住民の意見を汲み取

りやすい仕組みを構築します。 

まちづくりワーク 

ショップ支援事業 

まちづくりへの市民意見を反映させるために、市民参画によるまちづくりワ

ークショップを支援します。 

※パブリックコメント制とは、行政機関などが意思決定の過程において広く住民に素案を公

表し、それに対して出された意見や情報を考慮して意思決定を行うことです。 

 

 

（２）地域格差のない行政サービスの実施 

 

地方自治体の存在意義は、住民に身近な行政として住民へきめ細かい行政サービス

を提供することにあります。 

行政組織が大きくなることで市民への行政サービスが損なわれることのないよう、

これまで以上にきめ細かな行政サービスの提供に努めます。 

新市は、離島を含むことが特徴であり、一体感を醸成するためには交通や情報通信

などの面を特に重視する必要があるほか、広域にわたりそのほとんどが中山間地域で

住居が散在しているため、周辺部地域などで格差がないように行政サービスを実施す

ることとします。 

また、今後の地方自治の発展にとって、住民自治の充実は不可欠です。地域に密着

した新しい施策の萌芽は、多様な地域性の中からこそ生まれます。そこで、住民の意

見を市政に反映させる仕組みを構築し、その意見を尊重しながら均衡ある地域の発展

を目指します。 

さらに、電算システムの統合や広域にわたる新市の公共施設を結ぶ情報ネットワー

クを構築し、地域格差のない行政サービスの提供を図りながら、電子自治体実現に向

けた取組みを強化します。 
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＜主な事業例＞ 

電子自治体システム 

構築事業 
電子自治体化を推進し、事務手続のスリム化やスピード化を図ります。 

防災行政通信施設 

統合整備事業 

的確な行政情報の広域的な発信によって、より正確な情報の提供と住民福祉

に役立てていきます。 

 

 

（３）民間組織等の育成及び連携強化 

 

民間組織等との連携を強化します。各地域の有志によるまちづくり団体や民間事業

者等において、これまで積み重ねられてきたノウハウを活かし、行政と民間の協働に

よって個性豊かなまちづくりを進めます。 
 

＜主な事業例＞ 

まちづくり団体 

支援事業 

各地域におけるまちづくり団体などの活動を支援し、民間の知恵や活力を導

入したまちづくりを進めます。 

 

 

（４）男女共同参画社会の推進 

 

まちづくりや地域での様々な活動などでの男女共同による参画を促進し、個性と能

力を十分発揮するための支援策を拡大します。 

子育て世代のための保育環境の充実や男女雇用機会均等法に基づく雇用機会の拡大

及び男女共同参画社会の推進に向けた意識啓発や教育の取組みを強化します。 

 

＜主な事業例＞ 

男女共同参画 

支援事業 

情報提供や意識高揚イベントなどを通して雇用や社会参画機会の拡大を図り

ます。 

 

 

（５）行財政の効率化 

 

合併による行財政の効率化と持続的な行財政改革に努めます。新市の行財政運営に

あたっては、効率的で質の高い行政と成果重視の行政への転換を目指し、政策評価制

度の導入や研修による職員資質の向上を図るとともに、計画的に施策を実行し、柔軟

かつ機動的に対応できる組織体制を整備します。 

また、効率的かつ効果的な行政運営のためにＰ
※

ＦＩ（プライベート・ファイナンス・
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イニシアティブ）の導入も検討します。 
※PFI とは公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、

民間主導で社会資本の整備や公共サービスを提供しようとする事業手法のことです。 

 

＜主な事業例＞ 

政策評価制度 

導入事業 

各種事務事業遂行の政策評価制度を導入し、新市にふさわしいかたちで適切

に評価し政策運営の改善に反映させます。 

 



 66 



 67 

Ⅵ．公共施設の統合整備と適正配置 

 

教育・福祉・文化・スポーツ等のための各種公共施設の統合整備と適正配置につい

ては、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう利便性などにも十分配慮し、地域間の

バランス、さらには財政事情等を考慮しながら検討していくことを基本とします。 

具体的には、現況及び将来の見通しを踏まえ、公共施設等の管理に関する基本的な

方針等を定めて、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進します。 

なお、合併に伴い支所となる旧庁舎等については、情報ネットワークの構築等によ

って住民サービスの低下を招かないよう十分配慮するとともに、住民ニーズに対応し

た適正な本庁・支所機能の整備を図ります。 
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Ⅶ．財政計画 

１．前提条件 

 この財政計画は、平成 18 年度から平成 32 年度の合併後 15 年間について、平成 25

年度までは決算額を、平成 26 年度以降は、歳入、歳出の項目ごとに過去の実績等を

基に、合併に係る特別措置を見込み、普通会計ベースで策定しています。 

 なお、合併の効果（人件費の削減など）を最大限引き出すとともに、一般財源の節

約に努め、新市において健全な財政運営がなされるよう十分留意することとします。 

 また、第Ⅴ章に掲げる主要施策、主要事業については、合併後の新市において緊急

性、重要性等を勘案して策定する実施計画に基づき、限られた財源のなかで、効果的、

効率的な実施を図ります。 

 

２．歳 入 

(１)地方税 

過去の実績を基に、今後の経済の見通し等を踏まえ算定しています。なお、松浦市

の発電所及び福島町のガス基地に係る固定資産税（償却資産分）については、その変

動の影響を見込んで算定しています。 

 

(２)地方交付税 

普通交付税の算定の特例（合併算定替）や、平成 28 年度以降から始まる算定替えの

縮減等を見込み算定しています。 

 

(３)国庫支出金、県支出金 

過去の実績を基に、合併に係る財政支援を見込み算定しています。 

 

(４)地方債 

通常の地方債は適正な水準に抑制し、合併特例債を活用することを見込み算定して

います。 
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３．歳出 

 

(１)人件費 

退職者の補充を抑制することによる一般職員の削減を見込み算定しています。 

議会議員については、定数 18 名で算定しています。 

 

(２)物件費 

過去の実績を基に、合併による削減効果を見込み算定しています。 

 

(３)扶助費 

過去の実績を基に算定しています。 

 

(４)補助費等 

過去の実績を基に、合併による削減効果を見込み算定しています。 

 

(５)公債費 

平成 25 年度までの地方債に係る償還予定額に、その後の新市建設計画における主要

事業等の実施に伴う新たな地方債に係る償還見込額を加えて算定しています。 

 

(６)繰出金 

過去の実績を基に算定しています。 

 

(７)普通建設事業費 

健全な財政運営を行うにあたって投資可能な普通建設事業費を算定しています。 
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